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有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １
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設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－
13表紙、図面リスト

０
保健センター空調改修工事

保健センター空調改修工事

　図　面　リ　ス　ト

／

No.

Ｍ－ 00

Ｍ－ ／ 01 機械設備工事特記仕様書（１）

表紙、図面リスト

／

／

／

／

Ｍ－

Ｍ－

Ｍ－

Ｍ－

02

03

04

05

機械設備工事特記仕様書（２）

－－

－－

縮　尺

１：５００

１：１００

図　面　名　称

冷暖房設備　機器表（改修後）

冷暖房設備　１階平面図（改修後）

－－

／Ｍ－ １：１００

／Ｍ－ １：１００

／Ｍ－ １：１００

冷暖房設備　２階平面図（改修後）

冷暖房設備（二次側電気）　１階平面図（改修後）

冷暖房設備（二次側電気）　２階平面図（改修後）

／Ｍ－

／Ｍ－ １：１００冷暖房設備　１階平面図（撤去）

冷暖房設備　機器表（撤去）

／Ｍ－ １：１００冷暖房設備　２階平面図（撤去）

－－

－－

／Ｍ－ １：１００

／Ｍ－ １：１００

冷暖房設備（二次側電気）　１階平面図（撤去）

冷暖房設備（二次側電気）　２階平面図（撤去）
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13

13

13

13

13

13

13

13

13

13

13

配置図、附近見取図

No. 図　面　名　称 縮　尺

／ 01Ｅ－ 07

／Ｅ－ 07

／Ｅ－ 07

／Ｅ－ 07

／Ｅ－ 07

／Ｅ－ 07

／Ｅ－ 07

 02

 03

04

05

06

07

－－

－－

－－

１：１００

１：１００

１：１００

１：１００

幹線設備　既設分電盤改造結線図

動力設備　１階平面図（改修後）

動力設備　２階平面図（改修後）

動力設備　１階平面図（撤去）

動力設備　２階平面図（撤去）

電気設備工事特記仕様書（１）

電気設備工事特記仕様書（２）

Ｒ４．２山
亀 深

澤



機 械 設 備 工 事 仕 様 書

一
　
般
　
共
　
通
　
事
　
項
　

工 事 用 水 、 電 力 本工事に必要な工事用水、電力などの費用はすべて請負者の負担とする。

設ける。（建築工事、電気設備工事等と一括して表示する。）

※　工事表示板　　　お願い表示板　記入要領等は監督職員の指示による。

表 示 板

構内に作ることが工 事 用 仮 設 物

（ア）埋め戻し土 根切土のなかの良質土（　 コンクリート管以外の管の周囲は山砂の類　）

山砂の類（　　　　　　　　　　　　　　）

真砂土　（　　　　　　　　　　　　　　）

（イ）建設発生土処分 構外に搬出 構内に敷ならし 構内の指示する場所に堆積

土 工 事

耐 震 措 置 「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説・平成８年版」（建設大臣官房官庁営繕部監修）によることとし、

設計用水平地震力は、機器の荷重（kN)に、地域係数、設計用標準水平震度を乗じたものとする。

図面に特記のない場合、設計用標準水平震度は次による。

特定の施設 一般の施設

機器種別設置場所

機　　器

防振設置機器

２．０水 槽 類

屋上、塔屋

機　　器

防振設置機器

水 槽 類

１．５

中　間　階

機　　器

防振設置機器

水 槽 類

地階・１階

１．０ ０．６ ０．４

重要機器 防災機器 火気を使用する機器 タンク類

注）設計用鉛直地震力は水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

９

10

11

12

13

重要機器

※ 出来る 出来ない

一般機器 重要機器 一般機器

２．０

２．０

２．０ ２．０

１．５

１．５

１．５

１．５

１．５

１．５ １．５

１．５

１．５

１．５

１．０ １．０

１．０ １．０

１．０

１．０１．０

１．０ １．０

１．０

１．０

１．０

０．６

０．６

０．６

０．６

０．６

Ⅱ．特 記 仕 様

Ⅰ．工 事 概 要

１　工事場所

建築基準法による
消防法施行令別表第一の区分番 号 建　物　名　称 構　造 階　数 備　　　考

延 べ 面 積 (㎡ )

１ （　　　　）項

２ （　　　　）項

３ （　　　　）項

４ （　　　　）項

５ （　　　　）項

２　建物概要

３　工事種目

さ く 井 設 備

消 火 設 備

浄 化 槽 設 備

ガ ス 設 備

給 湯 設 備

排 水 設 備

給 水 設 備

衛 生 器 具 設 備

自 動 制 御 設 備

排 煙 設 備

換 気 設 備

冷 暖 房 設 備

空 気 調 和 設 備

工事種目 備　　　　考屋外５４３２１
番　号

（　　印の付いたものが対象工事種目）

４　設備概要 （本工事における工事種目ごとの概要を示すもので、仕様を規定するものではない。）

印の付いたものを適用する。

増圧給水方式ポンプ直送方式高置水槽方式

衛

生

設

備

空

気

調

和

・

冷

暖

房

設

備

設　　　備　　　概　　　要

給 水 設 備

バイオマスボイラー

小形吸収式冷温水機ユニット直だき吸収式冷温水機

吸収式冷凍機遠心冷凍機スクリュー冷凍機チリングユニット

主 要 熱 源 機 器

ハロゲン化物消火

粉末消火装置

処　理　方　式

屋外消火栓 連結送水管 連結散水

スプリンクラー 泡消火

ガス　）油中央式（電気　）油ガス局所式（給 湯 設 備

排 水 設 備

浄　　化　　槽

河川側溝排水路処 理 水 放 流 先

合併小規模合併

雨　　　　水

雑 　排　 水

汚　　　　水

河川側溝公共下水道

浄化槽公共下水道

浄化槽公共下水道

放　　流　　先

雨水　）雑排水汚水ポンプ排水（　自然流下排 水 方 式

液化石油ガスMJ/Nm3 ）都市ガス（ガ ス 設 備

　　　　　）窒素系窒素不活性ガス消火（

消 火 設 備

屋内消火栓

井水水道水水 源

水道直結方式給 水 方 式

デジタル式電子式電気式自 動 制 御 設 備

消防法　）建基法機械排煙（　適用法規排 煙 設 備

第三種第二種第一種換 気 設 備

ヒートポンプパッケージエアコン ルームエアコン

ＦＦ暖房機 ペレットストーブ

鋳鉄製ボイラー 真空式温水発生機 無圧式温水発生器鋼製ボイラー

バイオマスガスＡ重油灯油電気熱 源

床暖房中央式　）局所式温風暖房（蒸気暖房温水暖房暖 房 設 備

冷 暖 房 設 備 パッケージ方式ファンコイルユニット方式

ダクト併用ファンコイルユニット方式各階ユニット方式単一ダクト方式空 気 調 和 設 備

温風暖房機

項　　　　目

（１）現場説明書、質問回答書、特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、すべて　　印の標準仕様等による。

（２）

（３）電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、電気設備工事及び建築エ事はそれぞれの標準仕様書等及び監理指針を適用する。

１　一　般　事　項

※ 無し

（１）項目は番号に　　印の付いたものを適用する。

（２）特記事項のうち選択する事項は　　印の付いたものを適用する。

印の付かない場合は、 ※ 印の付いたものを適用する。

一
　
般
　
共
　
通
　
事
　
項
　

印と ※ 印の付いた場合は両方を適用する。

（３）一般共通事項のうち （　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 項は、　　建築　　　電気設備　工事仕様書による。

項　　目 特　　記　　事　　項

工事の施工に伴い必要な官公署その他への手続き、検査並びにその費用は、請負者の負担とする。１ 官 公 署 そ の 他 へ の 手 続

電気保安技術者の資格は標準仕様書第１編第１章第３節１．３．２によるものとし、一般用電気工作物に係る工事に

ついても、自家用電気工作物の場合と同様の業務を行うものとする。

２ 電 気 保 安 技 術 者

３

提出した施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は発注者に移譲するものとする。施 工 図 等

区　分 分 類 ・ 規 格 撮 影 箇 所 部 数 電子データ・ネガの提出

工 事 写 真 カラーサービス判 各工種工程毎 ※ １部 部 要 不要

完 成 写 真 カラーサービス判 監督職員の指示による ※ ２部 部 要 不要

完 成 写 真 等

次の図書を工事の完成引渡し時に監督職員に提出する。

区　　　　分 名　　　　　　称

※ 完 成 図 原 図

※ 完成図原図の陽画複写紙

※ 完成図原図の陽画複写紙（縮小版）

施工図原図の陽画複写紙

※ 完成図原図の陽画複写紙

※ 主要機器図

※ 試験成績書

※ 保守に関する指導案内書
※ 保守用説明書

※ 機器取扱説明書
（Ａ４版ファイル）

※ 主要機器一覧表

※ 保 証 書

※ 官公署の届出書類

完 成 図 等

※ 完成図　２つ折製本

※ 完成図

Ａ４版黒表紙製本

Ａ４版市販ファイル※

下記により適用する技能士は、適用する工事作業中、１名以上の者が自ら作業をするとともに他の技能者に対して

配管 （ １級 ２級　） 熱絶縁施工 （ １級 ２級　）

冷凍空気調和機器施工 （ １級 ２級　） 建築板金 （ １級 ２級　）

技 能 士 の 適 用

引渡しを要するもの発 生 材 の 処 理 等

部　　数

１部

※

部

※

部

※

部

１部

１部

自動開閉装置を取付ける防火戸の切込み、補強及びドアクローザ、フロアヒンジ ※

電気室、自家発電室などの基礎及びピット（蓋を含む） ※

天井点検口 ※

屋内・屋外設置 ※
機器類のコンクリート基礎

屋　上　設　置 ※

機器付属の制御盤及び操作盤から機器までの配線 ※

※機器用コントロールスイッチ（空調機、給湯器等）の取付及び配線

４

５

６

７

完成図 原紙 ＣＡＤデータ

施工図 原紙 ＣＡＤデータ

※ ※

ＰＤＦデータ

ＰＤＦデータ※

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「営繕工事写真撮影要領（平成24年版）・同解説　建築設備編」及び

監督職員の指示による。下記のものを提出する。

　　　　）

再生資源の利用を図るもの

特別管理産業廃棄物

有り（　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

※ 無し

配管用保温材

　　　　　　　　　アスベスト含有設備資機材（ガスケット、パッキン、たわみ継手等）は関係法令に

　　　　　　　　　従い適切に処理を行う。

有り（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

※ 無し

有り（ コンクリート塊 　　　　）アスファルトコンクリート塊

建設発生木材

常時着用すること。

施工品質の向上を図るための作業指導を行うこと。また、そのものが技能士であることが分かる名札を

他 工 事 と の 取 合８

他工事との取り合い

スリーブ・箱入 ※
コンクリート壁、床、梁貫通部

補　　　　　強 ※

鉄骨造の開口及び補強 ※

※

軽量鉄骨壁のボックス取付用下地 ※

仮　　　　　枠 ※
埋込分電盤・端子盤・プルボックスの仮枠及び埋込部分の補強

補　　　　　強 ※

ＯＡフロア・フリーアクセスフロアの切込み及び補強 ※

切　り　込　み ※
埋込形機器取付用の天井・壁の切込加工及び下地の補強

補　　　　　強 ※

電気設備 機械設備建　築

照明器具・幹線等の吊りボルト用インサート（くぎ処理共）

合併工事の場合は工種区分とする。

２　特　記　事　項

機器類は、図示する形状、配管等などの取出し位置及び製造品番により、特定製造者の製品を指示、限定しない。図 形 等 の 表 示

電動機出力、燃料消費量等は、原則として図面に記載されている値以下とする。

機器類の能力、容量等は、原則として表示された値以上とする。

電 気 容 量 及 び 機 器 表 示

冷温水管　（ ロックウール グラスウール ポリスチレンフォーム ）

蒸気管　　（ ロックウール グラスウール ）

）

保 温 工 事

給水管　　（ ロックウール グラスウール ポリスチレンフォーム ）

排水管　　（ ロックウール グラスウール ポリスチレンフォーム ）

給湯管　　（ ロックウール グラスウール ）

消火管　　（ ロックウール グラスウール ポリスチレンフォーム ）

ダクト　　（ ロックウール グラスウール ）

全熱交換機の給気ダクト（ 機器外気側 機器室内側　）は保温（グラスウール２５mm厚）する。

燃焼熱源等機械室内の配管（ ロックウール グラスウール　）

）冷媒管の保温外装　屋内（

　　　　　　　　　屋外（ ）

14

15

16

樹脂製化粧ケース

樹脂製化粧ケース ＳＵＳ鋼板

合成樹脂製シート

地中埋設 ペトロラタム系 ブチルゴム系 熱収縮チューブ及びシート鋼 管 類 の 防 食 処 置17

18

19

20

22

23

24

25

26

21

）

(キ)アルミ、ステンレス、銅、溶融アルミニウム－亜鉛鉄板面、合成樹脂製等、特に塗装の必要を認められない面

非破壊検査の適用（ 放射線透過検査 浸透探傷検査又は磁粉探傷検査　）

抜　　 取 　　率（ 標準仕様書による ）

地中埋設標を図示する箇所に設ける。

埋設表示用テープを埋設する。（ ガス管 屋外給水管 ）

埋 設 表 示

屋外及びピット内の配管、ダクトに使用する支持金物等はステンレス製または溶融亜鉛めっき仕上げとする。

支 持 金 物 ・ 固 定 金 具

下記事項の総合調整を行い、測定結果を監督職員に提出する。

温度 湿度 風量 騒音 水量 浄化槽放流水質

風速 じんあい 飲料水水質（ 一般飲料水適否検査 ）

総 合 調 整

呼び径７５Ｓｕ以上の継手は 溶接継手 ハウジング形継手 フランジ接合ステンレス鋼管の接合方法

溶 接 配 管 の 検 査 ガス配管 冷温水配管

％

ポンプ、屋外設置機器及びピット内に使用するアンカーボルト、ナットはＳＵＳ３０４製とする。

ポリテトラフルオロエチレン製

絶 縁 継 手

※ 合成ゴム製（球形） ベローズ形（ステンレス製）防 振 継 手

※ ベローズ形 スリーブ形伸 縮 管 継 手

(1)絶縁フランジ標準図　施工３　　（ (2)絶縁シート　　）

各種機材のうち、下記の部分は塗装しない。（さび止め塗装は除く。）塗 装

上記及び標準仕様書によらず塗装を施す部分・箇所（

(ケ)主・各階機械室内等及び電気室内の亜鉛めっきされた露出ダクト及び露出配管

(ク)特殊な意匠的表面仕上げ処理を施した面

(カ)カラー亜鉛鉄板面

(オ)樹脂コーティング等を施したもので、常時隠ぺいされる部分

(エ)亜鉛めっきされた金属電線管、鋼製架台及び支持金物類

(ア)埋設されるもの（ただし、防食塗装部分を除く）

(ウ)亜鉛めっきされたもので、常時隠ぺいされる部分

(イ)亜鉛めっき以外のめっき仕上げ面

冷却水配管

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（平成３１年版）」（以下｢標準仕様書｣という。）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（平成３１年版）」（以下「改修標準仕様書」という。）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（平成３１年版）」（以下「標準図」という。）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「機械設備工事監理指針（令和元年版）」（以下「監理指針」という。）を適用する。

ＳＵＳ鋼板

施工は「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」（国土交通省国土技術政策総合研究所・(独)建築研究所監修)による。 

１部

１部

１部

保温ﾁｭｰﾌﾞ10t

保温を行わない露出鋼管外面

屋外土中給水管の周囲

保温ﾁｭｰﾌﾞ10t

２

－－
縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－
13

琴浦町大字徳万

保健センター ＲＣ

１
保健センター空調改修工事

機械設備工事特記仕様書（１）

854.88 １ ロ

Ｒ４．２山
亀 深

澤



※　県有施設の石綿除去等に係る施工業者の登録制度による登録を受けている業者であること。

標準仕様書によるほか、中央機械室の冷却水管、冷温水管等の吊り及び支持は防振吊り金物又は防振支持金物で行う。防 振 吊 り 及 び 支 持 金 物

・　洗浄設備（洗眼、うがいの設備）及び更衣設備等を設ける。

・　作業場の養生として、処理場所をプラスティックシート等で囲い、外部への粉じん飛散を防止する。

　　分析方法はＪＩＳ Ａ １４８１「建材製品中のアスベスト含有率測定方法」による。

・　施工調査（分析によるアスベスト含有建材の調査）を行う。

・　アスベスト粉じん濃度測定を行う。

　　（測定時期：　　　　　　　　　　測定場所：　　　　　　　　　　　　　測定点：　　　　　　　　　　）

建築改修標準仕様書 ９章 環境配慮改修工事 １節 アスベスト含有建材の処理工事による。アスベスト含有建材の処理

処理を行うアスベスト含有建材の仕様等

処理を行う範囲仕 様 等建材の内容・箇所

※　官公署その他への手続きは、建築改修標準仕様書ほか、労働安全衛生法、大気汚染防止法、廃棄物の処理及び

　　清掃に関する法律、石綿障害予防規則、鳥取県石綿健康被害防止条例等の関係法令に基づいて行う。

27

パッケージ空調機の能力表示

フ ィ ル タ ー 等 付 属 品

油 面 制 御 装 置 油面制御装置の機能 給油ポンプの起動停止 満油警報 減油警報

機器表特記による。

空気調和機のフィルターは、ロールの場合は１本、ユニットの場合は１セットを付属品として納入する。

インバーター機の表示された能力は、型番で選定する。

据付け方法は標準図地 下 オ イ ル タ ン ク 施工３０（二重殻タンク・タンク室無し） 施工３１（タンク室有り）

タンクの保護被覆 ※

基礎杭 ※ 不要 要（ ※ 別途工事 本工事　）

土留め工事 要 不要

タンクローリー用アース端子を設ける。

強化プラスチック エポキシ樹脂

空 調 機 用 ト ラ ッ プ

材質及び厚さ ＳＳ４００（ ※ ３．２mm ４．５mm　） ＳＵＳ（ ※ １．５mm ２．０mm）

煤煙濃度計 取付ける 取付けない 取付座を付ける

煤じん量測定口（８０φ×２） ※ 取付ける 取付けない

油面計はゲージ式（側圧計）とする。オ イ ル サ ー ビ ス タ ン ク

鋼 板 製 煙 道

トラップ形式はフロートボール式（床置型） ※ ＦＲＰ製保温型 ＦＲＰ製 ＳＵＳ製

空気溜りを生ずると思われる配管箇所には、必要に応じて操作の容易な位置に空気抜き弁装置を設ける。

※ 手動 自動

自動空気抜き弁装置は標準図による。（施工３６（ｇ））

機械室の手動式空気抜き配管の保温は分岐から２ｍの範囲とする。

冷 温 水 管 の 空 気 抜 き21

22

23

24

25

26

27

28

29

アスファルト

(ア)一般配管 ＳＧＰ（白）

(イ)土間下配管

※

※ 合成樹脂被覆鋼管

合成樹脂被覆鋼管

(ウ)屋外埋設配管 ※ 合成樹脂被覆鋼管 ガス用ポリエチレン管

１ 配 管 材 料
11

親メーター ※

子メーター ※ 買取 借用

借用 買取 （取付け ※ 別途

（取付け ※ 本工事

本工事　）

別途　　）

２ ガ ス メ ー タ

３

４

５

６

都市ガスはガス供給事業者の供給約款による。７ そ の 他

小規模合併処理（ 分離接触ばっ気方式 嫌気ろ床接触ばっ気方式 脱窒ろ床接触ばっ気方式

）その他性能評価を受けた方式（　　　　　　　　　）

合併処理　　　（ 接触ばっ気方式 長時間ばっ気方式 回転板接触方式　）

１ 処 理 種 別 及 び 方 式
12

２

３

５

砂６ 埋 戻 し 土

不要７ 土 留 め 工 事

ガ 

ス 

設 

備

浄 

化 

槽 

設 

備

処理対象人員 人処 理 能 力

流入ＢＯＤ　２００ｍｇ／Ｌ

Ｔ－Ｎ ｍｇ／Ｌ以下

放 流 水 の 水 質

※ 自然流下排 水 方 式

４

型 式 ユニット型 現場施工型

要領（ａ） 要領（ｂ） 要領（ｃ）容 器 廻 り の 配 管

要領（ａ） 要領（ｂ）容 器 転 倒 防 止

不要 要（ ※ 別途工事 本工事　）ガ ス 漏 れ 警 報 器

バ ル ク 貯 槽 縦型 横型 借用 買取

標準図（施工７２）の

標準図（施工７３）の

８ マ ン ホ ー ル ふ た

３ヶ月相当分を納入する。消 毒 薬９

ポンプ排水

根切土の中の良質土

要（図示による）

ｍ３／ｄ処理水量

放流水質ＢＯＤ　２０ｍｇ／Ｌ以下

Ｔ－Ｐ ｍｇ／Ｌ以下

※ 製造者標準仕様（ロック式）　　　　　　ＭＨＡ型（ボルト式）

［Ⅲ］　機　　材　　等

１．

（１）

（２）

（３）

（４）

２．

３．

４．

（１）

（２）

（３）

５．

６．

（１）

（２）

（３）

消　　　　　火　　　　　栓

７．

８．

９．

１０．

１１．

１２．

１３．

１４．

１５．

１６．

（１）

（２）

（３）

（２）

１９．

２０．

２１．

１７．

１８．

２２．

２３．

２４．

２６．

２７．

２８．

２９．

３０．

３１．

３２．

３３．

うず巻きポンプ・多段ポンプ

管　　　　　　　　　　　材

継　　　　　手　　　　　材

スプリンクラー消火・泡消火

同等品以上とする場合には、同等品承諾願いを提出し監督員の承諾を得ること。

※

※ 不許複製

送配電線の近くで作業をするときは、前もって中国電力へ連絡すること。

２５．

品　　　　　名

弁　　　　　　　　　　　　　類

この工事に使用する機材は下記に記載されているものの他、同等品以上とする。

設計図書の製品番号は、特定の製品を限定しない。

（１）

管　・　継　　　手　　　材

伸 縮 継 手

可 と う 継 手 ・ 防 振 継 手

衛 生 器 具 及 び 付 属 品

ポ ン プ 類

水 中 ポ ン プ

電　動　真　空　給　水　ポ　ン　プ

水槽（ＦＲＰ・鋼板・ステンレス）

消 火 器 具

炭 酸 ガ ス 消 火 装 置

排 水 金 物

マ ン ホ ー ル 蓋

鋼製ボイラー・温水ヒーター

鋳 鉄 製 ボ イ ラ ー

Ｆ Ｆ フ ァ ン ヒ ー タ ー

エ ア コ ン

ガ ス ヒ ー ポ ン

往 復 動 冷 凍 機

遠 心 冷 凍 機

吸 収 冷 温 水 機

冷 凍 機 等

冷 却 塔

空 気 調 和 機

ファンコイルユニット型

ユ ニ ッ ト 空 気 調 和 機 型

放 熱 器

放熱器弁・トラップ・減圧弁・温度調節弁

空調用自動制御機器・制御盤

吹 出 口 ・ 吸 込 口 ・ ダ ン パ

製 缶 類

送　風　機　・　換　気　扇

ガ　ス　器　具　（湯沸し器類）

厨　　　房　　　機　　　器

し尿浄化槽（汚水処理施設）

水　　処　　理　　装　　置

メ　　ー　　タ　　ー　　類

全　　熱　　交　　換　　機

タンク付属部品・レベルメーター

グ リ ー ス ト ラ ッ プ

熱　　　交　　　換　　　機

床　　　　　暖　　　　　房

塩　　　ビ　　　製　　　桝

※ （一社）鳥取県設備設計事務所協会　作成

巴

巴

ＪＩＳマーク表示品・水マーク表示品

テクノフレックス

荏原 テラル 川本 日立 テクノフレックス

キッツ 東洋バルブ

ＬＩＸＩＬ ＴＯＴＯ

荏原 テラル 川本 日立

荏原 川本 昭和

積水 日立 森松 ＮＹＫ西日本

立売堀

能美 ホーチキ

能美 ホーチキ 立売堀

小島 ホーコス

小島

昭和 日本サーモエナー 三浦 日立 パナソニック（三洋）荏原サンポット

昭和 日本サーモエナー 三浦

日立三菱電機ダイキン パナソニック（三洋）サンポット

パナソニック（三洋）三菱電機 三菱重工ダイキン 日立

パナソニック（三洋） ヤンマー三菱電機

ダイキン 三菱電機日立 パナソニック（三洋）

荏原日立 三菱重工ダイキン

川重 荏原矢崎 日立 パナソニック（三洋）

空研 三菱電機 矢崎パナソニック（三洋）

三菱電機ダイキン 矢崎昭和パナソニック（三洋） 木村日立

ダイキン 昭和三菱電機 木村パナソニック（三洋）日立

昭和 木村

フシマン ベン 本山 ヨシタケ

山武

空研ホーコス 木村

ホーコス 森松

テラル 荏原 パナソニック（三洋） 三菱電機 ダイキン

リンナイ ＴＯＴＯＬＩＸＩＬ

中西 パナソニック（三洋） ＬＩＸＩＬ タニコー マルゼン ホシザキ 福島

アムズ ダイキ ＬＩＸＩＬ

テラル

テラル

ノシロ ミウラ

金門 愛知

三菱電機 テラル 空研 パナソニック（三洋） 木村 ダイキン

工技研究所

ホーコス

日阪 木村

三菱電機 パナソニック（三洋） ミサト

アロン 積水

矢崎

日立

東芝キャリア

東芝キャリア

東芝キャリア

東芝キャリア

東芝キャリア

東芝キャリア 日立

パナソニック（三洋）

東芝キャリア

東洋バルブ

ＪＩＳマーク表示品・水マーク表示品

東洋計器

前田

前田

前田

前田

ジョンソン

前田 中国金属

前田

前田

ダイキン

ゼンシン

荏原 テラル 川本 日立

西日本クリスタル

三菱重工

三菱重工

三菱重工

三菱重工

三菱重工

パロマ ノーリツ パーパス

）

）

工事の施工に伴い既成部分を汚染又は損傷した場合は、既成にならい補修する。補 修 な ど

既存のコンクリート床、壁等の配管貫通部の穴開けは、原則としてダイヤモンドカッターによる。は つ り 工 事

28

29

実施する。室内空気中の化学物質の濃度測定

工事目的物及び工事材料等工事施工途中の事故に伴う損害を補てんするための火災保険等に加入する。火 災 保 険 等

グ リ ー ン 購 入 グリーン購入は次のもとのする。

空調用機器（ ） 衛生器具　（

配管材　　（ 再生硬質塩化ビニル管断熱材　　（ ）

対象工事鳥取県公共工事環境配慮指針

対象工事省 エ ネ 法

工 事 安 全 計 画 書 等

足 場30

31

32

33

34

35

36

足場の設置は、「手すり先行工法に関するガイドラインについて」（厚労省 基発第0424001号平成21年４月24日）の

「手すり先行工法等に関するガイドライン」により、「働きやすい安心感のある足場に関する基準」に適合する足場

とし、足場の組立て等の作業は、「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」の２の(2)手すり据置方式

又は(3)手すり先行専用足場方式により行うこと。

建設工事公衆災害防止対策要綱及び建築工事安全施工技術指針を参考に工事安全計画書を作成し監督職員に提出する。

鉄筋探査を行う（超音波）。

ボックス　 ※ 亜鉛鉄板製 グラスウール製吹 出 口 ・ 吸 込 口

シーリングディフューザーの接続は、標準図（施工４７）を参考とする。

接続するダクトが施工が困難な場所はフレキシブルダクトを使用してもよい。

線状吹出口には、（長さ＋１０）× ３００ × ３００Ｈの接続チャンバーを設ける。

外壁に面するガラリにチャンバー等を設ける場合には、雨水等を自然に排出できるよう勾配をつける。

チ ャ ン バ ー 等

吹出口接続チャンバー及び図示したダクト並びにチャンバー類に内貼する。消 音 内 貼 り

※ 低圧ダクト 高圧１ダクト 高圧２ダクトダ ク ト

※

※

※ 流量調整弁 定流量弁（ ダイヤフラム式流量可変式 カートリッジオリフィス形　）を取付ける。フ ァ ン コ イ ル ユ ニ ッ ト

空 調 用 給 水 管

※ ＳＧＰ（白） ＶＰ空 調 用 排 水 管

※ ＪＩＳ又はＪＶ５Ｋ ＪＩＳ又はＪＶ１０Ｋ弁 類

ステンレス鋼管

ダ ン パ ー イ）防煙ダンパー

ロ）ピストンダンパー

電気式防煙ダンパーの動作用電圧、電流はＤＣ２４Ｖ、０．７Ａ以下とする。

内貼りチャンバー類の寸法は、外法寸法とする。

吹出口接続チャンバー以外の内貼りしたチャンバーには点検口（原則４００×６００）を取付ける。

形式はピトー管式（コック付）とする。 着脱式 固定式

下記の箇所、若しくは図示により取付ける。

瞬間流量計及び流量測定口

メカニカル形 風速センサー形定風量・変風量ユニット

機器付属以外の温度計 ※ 工業用バイメタル式 ガード付Ｌ形温度計温 度 計

冷凍機類の冷水出口 瞬間流量計 測定用タッピング

冷凍機類の冷却水出口 瞬間流量計 測定用タッピング

ボイラー又は熱交換器の温水出口 瞬間流量計 測定用タッピング

冷温水ヘッダーの各送り管 瞬間流量計 測定用タッピング

ユニット形空気調和機の冷温水入口 瞬間流量計 測定用タッピング

９

10

11

油 ・ 油 用 通 気 管７ 合成樹脂被覆鋼管※地中配管ＳＧＰ（黒）※一般配管

室　内　（　調整目標値　）
外気条件

一　　　　般 （　　　　　　）

温　度 湿　度 温　度 湿　度 温　度 湿　度

（　ＤＢ　） （　ＲＨ　） （　ＤＢ　） （　ＲＨ　） （　ＤＢ　） （　ＲＨ　）

夏　季 ℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

冬　季 ℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

※ ＳＧＰ（白） ＳＧＰ－ＶＡ ＳＧＰ－ＰＡ

１

２

設 計 用 温 湿 度 条 件

冷 却 水 管

※ ＳＧＰ（白） ＳＧＰ－ＨＶＡ

架橋ポリエチレン管（ファンコイル機器接続部に限る） ポリブテン管（ファンコイル機器接続部に限る）

３ 冷 水 ・ 温 水 ・ 冷 温 水 管

※ ＳＧＰ（白）４ 膨張・空気抜・補給水管

※ ＳＧＰ（黒）５ 蒸 気 給 気 管

※ ＳＴＰＧ３７０－Ｓｃｈ４０（黒）６ 蒸 気 還 水 管

※ 断熱材被覆銅管８ 冷 媒 管

12

13

14

15

16

17

18

19

20

ステンレス鋼管（SUS304）

ステンレス鋼管（SUS304）

ステンレス鋼管（SUS304）

ＳＧＰ－ＶＡ

電気式　　遠隔復帰式

遠隔復帰式

長方形ダクト ※ コーナーボルト工法（ 共板工法 スライドオンフランジ工法　）

長辺１５００mmを超えるもの ※ アングルフランジ工法

防火区画を貫通するダクトは、その貫通する部分の前後１５０mmを１．６mm厚鋼板製とする。

※ 亜鉛鉄板製１ ダ ク ト

形状

取付け

２ 排 煙 口

有り（構成機能は、図示による） 無し１ 中 央 監 視 制 御 盤 装 置

要（ 本工事 別途工事　） 不要２ 電 源 装 置

取付高さ ※ １３００mm３ 温 度 調 節 器 等

４

※ 節水形 標準形１ 大 便 器

親メーター ※ 借用 買取 （ ※ 直読 遠隔表示　）

子メーター ※ 買取 借用 （ ※ 直読 遠隔表示　）

１ 量 水 器

(ア)一般配管 ＳＧＰ－ＶＢ ＳＧＰ－ＰＢ

ＳＧＰ－ＶＤ ＳＧＰ－ＰＤ ＨＩＶＰ

(ウ)屋外埋設配管 ＳＧＰ－ＶＤ ＳＧＰ－ＰＤ ＨＩＶＰ

水道配水用ポリエチレン管（７５～１００Ａ） 水道用ポリエチレン二層管（５０Ａ以下）

(エ)特記なき給水管の最小口径は20Ａとする。

(オ)ビニル管の接合方法 ※ 接着接合 ゴム輪接合（直管以外の継手部には離脱防止金具取付とする。）

ＨＩＶＰ 架橋ポリエチレン管

２ 配 管 材 料

水 槽 の マ ン ホ ー ル 屋外に設置する水槽のマンホール蓋は保温形（二重蓋含む）とする。

４ 

排
煙
設
備

(イ)土間配管

ＳＵＳ３０４ ＳＵＳ３１６

ＳＵＳ３１６ＳＵＳ３０４

ＳＵＳ３１６ＳＵＳ３０４

ＪＩＳ又はＪＶ５Ｋ（受水槽以降の配管に使用）

口径６５Ａ以上の仕切弁及び逆止弁は、ライニング弁とする。※３ 弁 類

ＪＩＳ又はＪＶ１０Ｋ（公営水道に直結する配管に使用）

公営水道事業者指定の止水栓又は弁（給水引込部に使用）

(カ)ポリエチレン管の接合方法　50A以下 ※ 金属製継手 融着継手 75A以上 ※ 融着継手

３ 排煙口開放及び復帰方式 電気式（遠隔操作　

４ 排 煙 風 量 測 定 建築設備定期検査業務基準書平成20年版（（一財）日本建築設備・昇降機センター）の検査方法に準ずる。

計 装 工 事 の 配 線 屋外、屋内露出の配線は、図面に表記のない限り金属管配線とする。

天井隠ぺいの配線は、図面に表記のない限りケーブル配線とする。

４

鋼板製（厚1.6mm）

２ 小 便 器 自動洗浄（　AC100V　　乾電池） 標準形 洗浄水量４ﾘｯﾄﾙ／回以下

電源供給方式 ※ ＡＣ１００Ｖ 乾電池 自己給電３ 洗 面 器 具 用 自 動 水 栓

４ 和 風 便 器 の 耐 火 処 理 標準図（施工６６）の（ｂ）

パネル形 スリット形 ダンパー形

天井取付 壁取付

※ 不要 要　）

mm

※ 手動 自動手動切替式６ ガ ス 系 消 火 の 起 動 方 式

(ア)屋内汚水管

(イ)屋内雑排水管 ＶＰ

１ 配 管 材 料

８

排

水

設

備

ＶＰ ＲＦ－ＶＰ 排水用塩ビライニング鋼管 耐火二層管

(ウ)ポンプ排水管 ＶＰ（水道用） ＨＩＶＰ

ＲＦ－ＶＰ ＳＧＰ（白） 排水用塩ビライニング鋼管

排水用塩ビライニング鋼管（圧送排水鋼管用継手）

(エ)通気管 ＶＰ ＲＦ－ＶＰ ＳＧＰ（白） 排水用塩ビライニング鋼管

(オ)屋外排水管 ＶＰ ＲＦ－ＶＰ ＶＵ（地中） ＲＥＰ－ＶＵ（地中）　

ＲＳ－ＶＵ 卵形管 コンクリート管

耐火二層管

３階以上にわたる排水管立て管に満水試験継手を ※ 取付ける 取付けない２ 満 水 試 験 継 手

※ 施工する 施工しない３ パイプシャフト内配管の保温

※ 行なわなくてもよい 図示の系統のみ行なう４ 煙 試 験

ＳＧＰ－ＨＶＡ ステンレス鋼管

湯沸器、給湯機廻りの付属配管等は製造業者標準品とする。

保温付被覆銅管 銅管

架橋ポリエチレン管１ 配 管 材 料

※ ＪＩＳ又はＪＶ５Ｋ ＪＩＳ又はＪＶ１０Ｋ２ 弁 類

(ア)一般配管 ＳＧＰ（白） ＳＴＰＧ

(イ)土間下配管 ＳＧＰ－ＶＳ ＳＴＰＧ－ＶＳ

(ウ)屋外埋設配管 ＳＧＰ－ＶＳ ＳＴＰＧ－ＶＳ

１ 配 管 材 料

※２ 弁 類

(ア)呼水タンク 施工しない 施工する※

(イ)充水タンク 施工しない 施工する※

３ 保 温

屋内消火栓 易操作性１号消火栓 ２号消火栓４ 屋 内 消 火 栓 箱

窒素 ＩＧ－５４１ ＩＧ－５５ ＨＦＣ－２２７ｅａ ＨＦＣ－２３５ ガ ス 系 消 火 剤 の 種 類

９ 

給
湯
設
備

10

消

火

設

備

１０Ｋ １６Ｋ

(ウ)配管の保温は次による。（屋外露出箇所は種別ｅ３・（ハ）・Ⅶによる）

施工しない※屋内消火栓用（　　　　　　　　　　　　　　）施工する スプリンクラー用（　　　　　　　　　　　　　　）施工しない※ 施工する

施工しない※ 施工する 施工しない※ 施工する連結散水用　　　（　　　　　　　　　　　　　　）連結送水用　（　　　　　　　　　　　　　　）

メ　ー　カ　ー　名 

６
衛
生
器
具
設
備

 

５
自
動
制
御
設
備

７

 

給

水

設

備

（保険の加入期限は、工事完成引渡しまでとする。）

一
　
般
　
共
　
通
　
事
　
項
　

２ 

冷
暖
房
設
備

３ 

換
気
設
備

１ 

空
気
調
和
設
備

成り行き

成り行き

エアコン

２２．０

２６．０

カラーＶＰ

－－
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配置図　Ｓ＝１：５００

Ｎ

浦安駅

東伯郵便局

浦安

琴浦町
図書館 みどり保育園

ＪＡ鳥取中央

東伯中学校

東伯勤労者
体育センター

大山乳業農業
協同組合

駐在所

附近見取図

県道４４号　東伯野添線（法４２条１項１号道路）

県
道
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線
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Ｎ
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水路

消火栓
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１：５００

配置図、附近見取図

工事場所：保健センター

※　　　　　は、今回工事対象範囲を示す。
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付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ、標準化粧ﾊﾟﾈﾙ、室外機転倒防止金具、

　　　　　　　室外機用鋼製架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ)、ﾘﾆｭｰｱﾙｷｯﾄ、

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、室外機転倒防止金具、架台据付用後打ちｱﾝｶｰ×４、

－－
縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－
冷暖房設備　機器表（改修後） 13

４

冷暖房機器表

記　　号

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ

形式　　　　　４方向天井ｶｾｯﾄ形、ﾂｲﾝ同時運転（高調波対策仕様）

数　量

１

備　　考 記　　号 数　量 備　　考

１階事務室１

冷房能力　　　２８．０ｋＷ

暖房能力　　　３１．５ｋＷ

１階調理実習室

品番：FDTVP2803HPG3G

付属品　　　　平架台(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、他付属品共

ＰＡＣ－１０１Ｋ

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ　×　４．７ｋＷ

（改修後）

（１）

ＡＣ－２

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ １ １階栄養相談室

　　　　　　　室外機転倒防止金具、室外機用鋼製架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ)、

ＡＣ－３

名　　　称 名　　　称仕　様　・　付　属　品 仕　様　・　付　属　品

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ １ ２階会議室（２）ＡＣ－７

冷房能力　　　　６．３ｋＷ（定格：５．６ｋＷ）

暖房能力　　　　７．１ｋＷ（定格：６．３ｋＷ）

（新　設）

（新　設）

（新　設）（既　存）

冷房能力　　　２８．０ｋＷ（１４．０ｋＷ×２）（定格：２５．０ｋＷ）

暖房能力　　　３１．５ｋＷ（１６．０ｋＷ×２）（定格：２８．０ｋＷ）

定格消費電力　冷房：８．２５ｋＷ　　暖房：７．１５ｋＷ

※参考圧縮機容量：７．３ｋＷ

参考品番：FDTVP2804HP5SA

冷房能力　　　１４．０ｋＷ（７．１ｋＷ×２）（定格：１２．５ｋＷ）

暖房能力　　　１６．０ｋＷ（８．０ｋＷ×２）（定格：１４．０ｋＷ）

※参考圧縮機容量：３．０ｋＷ

参考品番：FDTV1405HPA5SA

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ

　　　　　　　架台据付用後打ちｱﾝｶｰ×４、他付属品共

　　　　　　　室外機転倒防止金具、室外機用鋼製架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ)、

定格消費電力　冷房：３．３５ｋＷ　　暖房：３．２５ｋＷ

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 形式　　　　　４方向天井ｶｾｯﾄ形 １階事務室２

冷房能力　　　　８．０ｋＷ

暖房能力　　　　９．０ｋＷ

付属品　　　　平架台(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、他付属品共

品番：FDTVP804H4

ＰＡＣ－１０２Ｋ

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ　×　１．８ｋＷ

（１）

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ １ １階ホールＡＣ－５

冷房能力　　　２２．４ｋＷ（定格：２０．０ｋＷ）

暖房能力　　　２５．０ｋＷ（定格：２２．４ｋＷ）

（新　設）

（既　存）

形式　　　　　床置形　２２４型（８ＨＰ）

※参考圧縮機容量：４．２ｋＷ

参考品番：FDFVP2244H4AG

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ

定格消費電力　冷房：７．１８ｋＷ　　暖房：６．２１ｋＷ

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ １ ２階会議室（１）

冷房能力　　　　８．０ｋＷ（定格：７．１ｋＷ）

暖房能力　　　　９．０ｋＷ（定格：８．０ｋＷ）

（新　設）

ＡＣ－６ 形式　　　　　天吊形　８０型（３ＨＰ）

※参考圧縮機容量：１．４ｋＷ

参考品番：FDEV805H5SA

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ

定格消費電力　冷房：１．８７ｋＷ　　暖房：１．９２ｋＷ

形式　　　　　天吊形　６３型（２．５ＨＰ）

※参考圧縮機容量：１．２ｋＷ

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、室外機転倒防止金具、架台据付用後打ちｱﾝｶｰ×４、

定格消費電力　冷房：１．５２ｋＷ　　暖房：１．６３ｋＷ

　　　　　　　架台据付用後打ちｱﾝｶｰ×４、ｱｸﾃｨﾌﾞﾌｨﾙﾀｰ、他付属品共

　　　　　　　室外機用鋼製架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ)、ｱｸﾃｨﾌﾞﾌｨﾙﾀｰ、

※エアコンは、グリーン購入法調達基準適合品とする。

※表中の電気容量は製造者を特定しないが、電線サイズ、遮断器容量に変更が生じた場合は、受注者負担とする。

※パッケ－ジエアコンの冷暖房能力は、ＪＩＳ条件時の定格能力(最大時)を示す。

※インバーター搭載機器で、「ＪＩＳＣ６１０００－３－２」の適用対象となる高調波発生機器以外の高調波発生機器に

※アクティブフィルタ－が必要な場合は、その設置に付随する配管・配線・ＢＯＸ等も工事に含む。

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ ２ ２階大会議室ＡＣ－８

冷房能力　　　２２．４ｋＷ（８．０ｋＷ×３）（定格：２０．０ｋＷ）

暖房能力　　　２５．０ｋＷ（９．０ｋＷ×３）（定格：２２．４ｋＷ）

（新　設） ※参考圧縮機容量：４．２ｋＷ

参考品番：FDTSVP2244HT5SA

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ×１、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ×３、標準化粧ﾊﾟﾈﾙ×３、

　　　　　　　室外機転倒防止金具、室外機用鋼製架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ)、

　　　　　　　下がり天井用吹出ｸﾞﾘﾙ（吹出ﾀﾞｸﾄ、取付枠、化粧ﾊﾟﾈﾙ共）×３、

定格消費電力　冷房：６．８３ｋＷ　　暖房：６．２４ｋＷ

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ １ ２階個別相談室ＡＣ－９

（新　設） 冷房能力　　　　８．０ｋＷ（定格：７．１ｋＷ）

暖房能力　　　　９．０ｋＷ（定格：８．０ｋＷ）

形式　　　　　天井カセット　１方向吹出形　８０型（３ＨＰ）

※参考圧縮機容量：１．４ｋＷ

参考品番：FDTSV805H5SA

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ

定格消費電力　冷房：２．０４ｋＷ　　暖房：２．２５ｋＷ

形式　　　　　天井カセット　１方向吹出形　ﾄﾘﾌﾟﾙﾀｲﾌﾟ　224型（８ＨＰ）

形式　　　　　天井カセット　４方向吹出形　ツインタイプ　140型（５ＨＰ）

形式　　　　　天井カセット　４方向吹出形　ツインタイプ　280型（１０ＨＰ）

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ×１、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ×２、自動昇降ﾊﾟﾈﾙ×２、

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ×１、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ×２、自動昇降ﾊﾟﾈﾙ×２、

　　　　　　　他付属品共

※備考欄の参考圧縮機容量は、図面番号Ｍ－１、Ⅱ－２．一般共通事項１５の記載によらず参考とする。

保健センター空調改修工事

　　　　　　　他付属品共

　　　　　　　室外機用鋼製架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ)、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ、

　　　　　　　ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ、他付属品共

　ブフィルター設置）を行う事。

　該当する場合は、採用メーカーの仕様により電力会社の規定に基づき計算を行い、必要に応じて高調波対策（アクティ

※高調波流出電流計算書上の換算係数Ｋｉ＝１．８以下の機器を選定する事。

※冷媒配管既設再使用のため、対応可能な機種とする事。

参考品番：FDEV635HA5SA

　　　　　　　架台据付用後打ちｱﾝｶｰ×４、室外機風向調整板×１、ｱｸﾃｨﾌﾞﾌｨﾙﾀｰ、

　　　　　　　室外機用鋼製架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ仕上げ)、

　　　　　　　室外機風向調整板×１、架台据付用後打ちｱﾝｶｰ×４、他付属品共

　　　　　　　木台(固定金具共)、架台据付用後打ちｱﾝｶｰ×４、他付属品共

付属品　　　　ﾘﾓｺﾝ、室内機転倒防止金具、室外機転倒防止金具、

Ｒ４．２山
亀 深

澤



UP

UP

倉庫通路

男子ＷＣ 女子ＷＣ

身障者
ＷＣUP

LM

スロープ

テラス

ＰＳ

渡り廊下

新設

玄関ポーチ

風除室

玄関

ＥＶ

物入

UP

物入

ホール

（健康福祉課）
事務室１

事務室２

１階平面図　Ｓ＝１：１００

栄養相談室

テラス

（改修後）

D
R

30(天井内)

D (天井内)
30(天井内)

B   ,25

25
(天

井
内

)

DR

   ,30(露出)D

たれ流し

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ130φ)

ﾓﾙﾀﾙ基礎 300×120×30H×４

RC基礎 1600×1080×120H

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

RD

25,   (露出)A

R

R

D

たれ流し

B

ﾓﾙﾀﾙ基礎 600×120×10H×２

   ,25
(天井内)

A

D
25(天井内)

A (天井内)

25

RC基礎 1500×800×110H

(天井内)

   ,25C

(天井内)

R
D

A (天井内)
25(天井内)

25 A

（ﾓﾙﾀﾙ）

DR

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

C   ,25(露出)

たれ流し

ＰＡＣ

101K

既設感知器

既設感知器

既設感知器

B (天井内)

既設感知器

３０，０００

５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００

６
，

０
０

０
２

，
０

０
０

６
，

０
０

０

１
４

，
０

０
０

Ｎ

廊下

調理実習室

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－

１：１００

ＡＣ

（ﾓﾙﾀﾙ）

AS

AS

ＰＡＣ

102K

13

(腰壁露出)

(天井内)
25(天井内)

25A

R D

B

たれ流し

   ,25(露出)

ＡＣ

(腰壁露出)

D

たれ流し

A A

既設管へ接続

既設管へ接続

冷暖房設備　１階平面図（改修後）

C

既設管へ接続

既設天井開口再使用×２

２

３

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

既設天井開口再使用×２

既設管へ接続 既設管へ接続

A

５

ＡＣ

５

記号 液管 ガス管

Ａ

Ｂ

25.4φＣ 12.7φ

冷媒管サイズ表

9.5φ 15.9φ

19.1φ

Ｄ

9.5φ

15.9φ 28.6φ

Ｅ

9.5φ 25.4φＦ

6.4φ 12.7φ

　（但し、液管9.5φ以下は8mmtとする。）

※保温厚：液管10mmt、ガス管20mmt

特記事項 （改修後共通）

※　　　　　は、既設機器、配管等を示す。

※図中　　　　は、既設管への接続部を示す。

※図中　　　　は、新設天井点検口(450×450)を示す。（開口部下地補強共）

※図中冷媒配管口径は、製造者を特定しないものとし、参考とする。

※屋外露出ドレン管はカラ－ＶＰとする。

※室外機への一次側電源は、電気設備工事とする。

※屋外の露出冷媒配管にはＳＵＳラッキング施工の事。

※図中「ＡＳ」部は、既設アスファルト舗装部分を示す。

※施工に先立ち、既設各配管等の口径・ルート、システム、運用方法等を現地確認した上で施工する事。

※採用メ－カ－により、据付アンカ－ボルトの計算を行って機器を設置する事。

※原則として冷媒管と並ぶ屋外露出ドレン管は、冷媒管と共にＳＵＳラッキング内配管とする。

※図中　　　　は、既設天井点検口(450×450)を示す。（図中「※600」は、600×600を示す。）

※図中　　　　は、既設貫通部再使用箇所を示す。

※室外機設置位置については、採用メーカーの据付条件を確認の上決定する事。

既設管へ接続

保健センター空調改修工事

ｶﾗｰVP25(腰壁露出)

(腰壁露出)E

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

既設腰壁ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ(830H×200W)貫通口再使用

※２階バルコニーへ設置する機器架台のアンカーボルト部には、周囲コーキング施工を行い設置する事。

※既設吊りボルトが再使用出来る場合は、監督員に報告の上、再使用することが出来る。

※室内機設置の吊ボルトが露出となる場合、吊ボルトに化粧カバー（ｶﾗｰVP程度）を取付ける事。（２階会議室(1)、(2)）

※既設ドレン管に詰まり等がないか確認し、発見された場合は監督員へ報告を行う事。

※今回の改修にあたり、既設冷媒配管の再利用が可能か、冷凍機油、分岐管、配管サイズ、配管長等の適合を採用メーカーに確認して施工する事。

　今回の設計内容以外で工事費が発生する場合（冷媒管洗浄、分岐管やり替え、冷媒管改修等）は、受注者負担とする。

※熱感知器の誤作動が起きない様、各室の既設感知器位置を確認し、電気設備工事と打合せの上施工する事。

　また、冷暖房等を停止できる期間を施設側と協議し、工事時期を調整して施工する事。

※既存建物を使用しながらの工事であるため、騒音・粉塵等に十分配慮し、必要に応じて仮設を行い、既設設備を十分確認して施工する事。

※機器等の設置場所は、監督員・施設側と協議し決定する事。

※総合試運転調整の温度測定は、参考値とする。

※必要箇所には、本工事にて足場等を設置し、安全に施工を行う事。

※室内機設置の吊り金物には、必要に応じて振れ止め措置を行う事。

※２階バルコニーの壁が高いため、採用メーカーにより、架台高さや風向調整板が必要か等、確認の上施工する事。

（既設天井：ＲＷ吸音板）

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

（既設天井：ケイカル板）

A
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縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－

１：１００

ＡＣ
×２

ＡＣ

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

   ,25(露出)A

R D

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

   ,25(露出)A

R D

13

(腰壁露出)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ) (SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

冷暖房設備　２階平面図（改修後）

25

既設管へ接続

既設管へ接続

新設開口寸法1420×600に合わせ改修する。(下地補強共)

既設天井（化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ(ｼﾞﾌﾟﾄﾝ)9t）開口寸法1440×710を

R

R
(天

井
内

)
A

R

D

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

(露出)A

ｶﾗｰVP25(露出)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

25

ＡＣ

９

６

※600 ※600

６

既設管へ接続

既設管へ接続

既設管へ接続

ＡＣ

７

既設管へ接続

既設管へ接続

既設管へ接続

(腰壁露出)A

   ,25A

(天井内)

A   ,25
(天井内)

A

既設管へ接続 既設管へ接続 既設管へ接続

AA

R

30(天井内) 30(天井内)30(天井内)

F

８

DR

C   ,30(露出)

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ130φ)

既設管へ接続

D
25

25(天井内)A

A (天井内)

25(天井内)

CA

(腰壁露出)

A

既設管へ接続 既設管へ接続

A

既設管へ接続

A

252525

※600

A

A

既設管へ接続

25

R

25

A

既設管へ接続

25

A

既設管へ接続

既設天井（PB9t＋RW吸音板9t）開口寸法1440×710を

RD

(露出)C

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

既設管へ接続

既設感知器既設感知器

既設感知器

記号 液管 ガス管

Ａ

Ｂ

25.4φＣ 12.7φ

冷媒管サイズ表

9.5φ 15.9φ

19.1φ

Ｄ

9.5φ

15.9φ 28.6φ

Ｅ

9.5φ 25.4φＦ

6.4φ 12.7φ

　（但し、液管9.5φ以下は8mmtとする。）

※保温厚：液管10mmt、ガス管20mmt

既設感知器×６

新設開口寸法1420×600に合わせ改修する。(下地補強共)×６ヶ所

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

保健センター空調改修工事

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

（既設天井：ジプトン）

（既設天井：木製） （既設天井：木製）

吊りﾎﾞﾙﾄ化粧ｶﾊﾞｰ設置

A A

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

A A
A (腰壁露出)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

吊りﾎﾞﾙﾄ化粧ｶﾊﾞｰ設置

下がり天井開口部再使用×６ヶ所

吹出口取付(機器付属品)

※既設天井材（天井下地共）の撤去復旧範囲は、1650×1000とする。

（既設天井：ＰＢ＋ＲＷ吸音板）

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)

F

25,   

F

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ)
C

F
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A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－

１：１００

ＡＣ

（ﾓﾙﾀﾙ）

AS

AS

ＰＡＣ

102K

13

ＡＣ

２

３

（ﾓﾙﾀﾙ）

ＰＡＣ

101K

ＡＣ

５

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

１．図中記入なき配線は、下記による

Ｒ

特　記（二次側電気図面共通）

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６　　冷媒配管共巻き（内外渡り配線）

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６　　冷媒配管共巻き（内外渡り配線）

室内機付属品

ＥＭ-ＥＥＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）

冷暖房設備（二次側電気）　１階平面図（改修後）

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６を新設冷媒配管に共巻き

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６を新設冷媒配管に共巻き

保健センター空調改修工事
７

※配線種別は、下記特記参照

既設配線再接続×６ヶ所

※配線種別は、下記特記参照

既設配線再接続×６ヶ所

Ｋ Ｋ

Ｋ

Ｋ Ｋ

Ｋ Ｋ

既設ＣＶＶ１．２５□－３Ｃ　　　　　 冷媒配管共巻き（リモコン配線）

既設ＣＶＶ１．２５□－３Ｃ　　　　　 天井内　　　　（リモコン配線）

Ｒ

２．図中太線部分は本工事部分を示し、細線点線部分は既設部分を示す。

３．図中の二次側電気工事の仕様は、製造者を特定しないものとし、参考とする。

Ｋ

　　施設の運用に支障を来さないよう施工すること。

４．図中　　　印は、ワイヤードリモコン（既設２個用スイッチボックスに取付）を示し、新設とする。

５．図中　　　印部分は既設天井点検口を示し、　　　印部分は本工事内設置天井点検口を示す。

６．配線は既設再使用とし、新設室内機に合わせて再接続とする。

７．既存施設を使用しながらの工事であるため、騒音・粉塵等に十分配慮し、既設設備を十分確認して、

Ｒ４．２山
亀 深

澤



ＷＣ

押入

スロープ

玄関庇

バルコニー

廊下

バルコニー

EV

踏込

２階平面図　Ｓ＝１：１００

バルコニー

床

床

押入

UP

UP
DN

DN

男子ＷＣ 女子ＷＣ

洗面

大会議室

身障者

（改修後）

押入

個別相談室

押入

会議室(１) 会議室(２)
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鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－

１：１００

ＡＣ
×２

ＡＣ

13

ＡＣ

９

６

ＡＣ

７

８

Ｒ Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ
ＲＲ

Ｒ

※配線種別は、Ｍ-7図参照

Ｒ

冷暖房設備（二次側電気）　２階平面図（改修後）

８
保健センター空調改修工事

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６を新設冷媒配管に共巻き

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６を新設冷媒配管に共巻き

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６を新設冷媒配管に共巻き

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６を新設冷媒配管に共巻き

既設ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６を新設冷媒配管に共巻き

※配線種別は、Ｍ-7図参照

既設配線再接続×１３ヶ所 既設配線再接続×１３ヶ所

Ｋ

ＫＫ

Ｋ ＫＫ

Ｋ

Ｒ４．２山
亀 深
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冷暖房設備　機器表（撤去） 13

９
保健センター空調改修工事

冷暖房機器表

記　　号

（撤去）

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 形式　　　　　４方向天井ｶｾｯﾄ形、ﾂｲﾝ同時運転（高調波対策仕様）

数　量

１

備　　考 記　　号

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 形式　　　　　１方向天井ｶｾｯﾄ形、ﾄﾘﾌﾟﾙ同時運転

数　量 備　　考

２

品番：FDTSJ224HT2D2

１階事務室１

冷房能力　　　２８．０ｋＷ

暖房能力　　　３１．５ｋＷ

２階大会議室

参考重量：175kg(外)、37kg(内)

冷媒：R22　4.95kg

品番：FDTVP2803HPG3G

ＡＣ－８ＫＰＡＣ－１０１Ｋ

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ　×　４．７ｋＷ

（既　存） （撤　去）

名　　　称 名　　　称仕　様　・　付　属　品 仕　様　・　付　属　品

特記事項

※既設機器能力は現場にて再確認し、機器表と異なる場合は、監督員へ報告する事。

付属品　　　　平架台([-100×50、1350×690×300H、BP150角、溶融亜鉛ﾒｯｷ)、

※表中　　　　は、撤去又は、取外し・引渡し機器を示し、図中特記による。

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、化粧ﾊﾟﾈﾙ×２、平架台(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、ｱｸﾃｨﾌﾞﾌｨﾙﾀｰ、

　　　　　　　縁石基礎、他付属品共

冷房能力　　　２２．４ｋＷ（８．０ｋＷ×３）

暖房能力　　　２５．０ｋＷ（９．０ｋＷ×３）

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ×５．５ｋＷ

　　　　　　　吹出ﾀﾞｸﾄ×３、吸込ﾊﾟﾈﾙ×３、他付属品共

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ

品番：FDTJ280HP2D2

１

冷媒：R22　7.1kg

１階調理実習室

参考重量：190kg(外)、37kg(内)

ＡＣ－２Ｋ 形式　　　　　４方向天井ｶｾｯﾄ形、ﾂｲﾝ同時運転

（撤　去）

付属品　　　　平架台([-100×50、1350×690×300H、BP150角、溶融亜鉛ﾒｯｷ)、

冷房能力　　　２８．０ｋＷ（１４．０ｋＷ×２）

暖房能力　　　３０．０ｋＷ（１６．０ｋＷ×２）

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ×７．５ｋＷ

　　　　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ×２、自動昇降ﾊﾟﾈﾙ×２、

　　　　　　　吹出SUS製防雪ﾌｰﾄﾞ、他付属品共

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ １形式　　　　　４方向天井ｶｾｯﾄ形、ﾂｲﾝ同時運転 １階栄養相談室

冷媒：R22　3.38kg

ＡＣ－３Ｋ

品番：FDTJ140HP2D2

参考重量：107kg(外)、31kg(内)

（撤　去） 冷房能力　　　１４．０ｋＷ（７．１ｋＷ×２）

暖房能力　　　１６．０ｋＷ（８．０ｋＷ×２）

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ×３．７５ｋＷ

　　　　　　　ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ×２、他付属品共

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、自動昇降ﾊﾟﾈﾙ×２、平架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ 形式　　　　　４方向天井ｶｾｯﾄ形 １ １階事務室２

冷房能力　　　　８．０ｋＷ

暖房能力　　　　９．０ｋＷ

品番：FDTVP804H4

ＰＡＣ－１０２Ｋ

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ　×　１．８ｋＷ

（既　存）

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、化粧ﾊﾟﾈﾙ、平架台(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、縁石基礎、

　　　　　　　他付属品共

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ

冷房能力　　　２２．４ｋＷ

暖房能力　　　２５．０ｋＷ

１ １階ホールＡＣ－５Ｋ 形式　　　　　床置形

品番：FDFJ224HD2

参考重量：175kg(外)、101kg(内)

冷媒：R22　4.95kg

（撤　去）

付属品　　　　平架台([-100×50、1350×690×300H、BP150角、溶融亜鉛ﾒｯｷ)、

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ×５．５ｋＷ

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ

冷房能力　　　　６．３ｋＷ

暖房能力　　　　７．１ｋＷ

冷房能力　　　　８．０ｋＷ

暖房能力　　　　９．０ｋＷ

１

１形式　　　　　天吊形 ２階会議室（１）

参考重量：76kg(外)、27kg(内)

冷媒：R22　2.38kg

形式　　　　　天吊形 ２階会議室（２）

参考重量：71kg(外)、27kg(内)

冷媒：R22　1.87kg

ＡＣ－６Ｋ

ＡＣ－７Ｋ

品番：FDEJ80H2D2

品番：FDEJ63H2D2

（撤　去）

（撤　去）

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ×１．９ｋＷ

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ×１．７ｋＷ

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ、平架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、付属品共

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ、平架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、付属品共

既設保温材質 ※保温材質は、現場にて再調査の事。

　但し、壁内・ＲＣ内等の撤去不可能な配管は、そのままとする。

（撤去共通）特記事項

１．冷媒管（外装）　　　屋外露出　　　　ＳＵＳラッキング

２．ドレン管　　　　　　天井内　　　　　グラスウール ＋ アルミガラスクロス化粧筒

※図中　　　　は、既設天井点検口(450×450)を示す。（図中「※600」は、600×600を示す。）

※図中「ＡＳ」部は、既設アスファルト舗装部分を示す。

※既設配管支持材等撤去部のボルト穴穴埋め補修は、本工事とする。（仕上げ補修共）

※施工に先立ち、既設各配管等の口径・ルート、システム、運用方法等を現地確認した上で施工する事。

※冷媒ガスの処分は、改正フロン法に基づき適正に処分する事。

　また、冷暖房等を停止できる期間を施設側と協議し、工事時期を調整して施工する事。

　既設設備を十分確認して施工する事。

※既存建物を使用しながらの工事であるため、騒音・粉塵等に十分配慮し、必要に応じて仮設を行い、

※撤去機器・配管等は、法令を遵守し適切に搬出・処分を行う事。

※図中　　　　は、撤去又は、取外し・引き渡し部を示し、図中特記による。

※機器等の撤去後、アンカーボルトが残る場合、アンカーボルト切削の上錆止め処理を行う事。

※２階バルコニーの室外機架台撤去部は、既設に合わせ防水補修を行う事。

（耐重塩害仕様）

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ

冷房能力　　　　８．０ｋＷ

形式　　　　　１方向天井ｶｾｯﾄ形

暖房能力　　　　９．０ｋＷ

１

品番：FDTSJ80H2D2

２階個別相談室

参考重量：76kg(外)、37kg(内)

冷媒：R22　2.38kg

ＡＣ－９Ｋ

（撤　去）

圧縮機　　　　３φ－２００Ｖ×１．９ｋＷ

付属品　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ、化粧ﾊﾟﾈﾙ、平架台300H(溶融亜鉛ﾒｯｷ)、

　　　　　　　付属品共

（耐重塩害仕様）

１ルームエアコン ２階会議室(２)

品番：RAS-VL71L2(W)（内）

　　：RAC-VL71L2（外）

形式　　　　　壁掛形

冷房能力　　　　７．１ｋＷ

暖房能力　　　　８．５ｋＷ

参考重量：41.5kg(外)、17kg(内)

冷媒：R32　1.67kg

ＲＡＣ－１Ｋ

付属品　　　　ﾌﾟﾗﾛｯｸ基礎、他付属品共

（取外し・引渡し）

圧縮機　　　　１φ－２００Ｖ×１．９ｋＷ

※今回工事の対象となる場所の天井材（ジプトン、ＲＷ吸音板）は、ｱｽﾍﾞｽﾄは含有されていない物として撤去・処分を見込んでいる。（設置年代より確認済み(分析不要)）

アスベストについて

　
※ｱｽﾍﾞｽﾄ含有の可能性がある物を改修する場合は、監督員に報告する事。

記 号 名 称

R 冷媒管

D ドレン管

※管種等は現場にて再調査の事。

備 考

既設管　凡例（※図中特記を優先する。）

断熱材被覆銅管

VP

　　　　　　　ﾜｲﾔｰﾄﾞﾘﾓｺﾝ、ﾄﾞﾚﾝｱｯﾌﾟ×３、下がり天井用吹出口×３、

　　　　　　　木台、吹出ＳＵＳ製防雪ﾌｰﾄﾞ、他付属品共

Ｒ４．２山
亀 深

澤
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ＡＣ

３Ｋ

(腰壁露出)B

RC基礎 1600×1080×120H

ﾓﾙﾀﾙ基礎 300×120×30H×４

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ130φ)

D

たれ流し (SUSﾗｯｷﾝｸﾞ130φ)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

C (腰壁露出)
(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

既設感知器

既設感知器

既設感知器

既設感知器

(天井内)B

記号 液管 ガス管

Ａ

Ｂ

25.4φＣ 12.7φ

冷媒管サイズ表

9.5φ 15.9φ

19.1φ

Ｄ

9.5φ

15.9φ 28.6φ

Ｅ 6.4φ 12.7φ

保健センター空調改修工事

腰壁ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ(830H×200W)貫通

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断

（既設天井：ＲＷ吸音板）

（既設天井：ケイカル板）

　（但し、液管9.5φ以下は8mmtとする。）

※保温厚：液管10mmt、ガス管20mmt

Ｒ４．２山
亀 深

澤



ＷＣ

押入

スロープ

玄関庇

押入

バルコニー

廊下

バルコニー

個別相談室

EV

踏込

床

床

押入

押入 UP

UP
DN

DN

男子ＷＣ 女子ＷＣ

洗面

大会議室

身障者
既設感知器×６

既設感知器既設感知器

既設感知器

（撤去）２階平面図　Ｓ＝１：１００

Ｎ

５
，

０
０

０
３

，
０

０
０

６
，

０
０

０

１
４

，
０

０
０

５，０００ ５，０００ ５，０００ １５，０００

３０，０００

※600 ※600 ※600
会議室(１) 会議室(２)

バルコニー

冷暖房設備　２階平面図（撤去）

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－

１：１００

13

11

A

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)
(腰壁露出)

R

R
(天

井
内

)
A

25
R

D

AA

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

ＡＣ

ＡＣ
×２

ＡＣ

９Ｋ

８Ｋ

６Ｋ

   ,25A

(天井内)

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

   ,25(露出)A

R D

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

   ,25(露出)A

R D

DR

C   ,30(露出)

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

(腰壁露出)C

(腰壁露出)C

E

(露出)A

ｶﾗｰVP25(露出)

(腰壁露出)A

A

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)
(腰壁露出)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ) (SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ130φ)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ130φ)

E

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

D
25

25(天井内)A

A (天井内)

25(天井内)

CA

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

R

30(天井内) 30(天井内)30(天井内)

A   ,25
(天井内)

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

ＡＣ

７Ｋ

ＲＡＣ

１Ｋ

障子貫通部、障子200×100復旧

   ,ﾄﾞﾚﾝﾎｰｽ16(露出)

2525A 25

R

(ｽﾘﾑﾀﾞｸﾄ77)

記号 液管 ガス管

Ａ

Ｂ

25.4φＣ 12.7φ

冷媒管サイズ表

9.5φ 15.9φ

19.1φ

Ｄ

9.5φ

15.9φ 28.6φ

Ｅ 6.4φ 12.7φ

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

既設床仕上げ、ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装

RD

(露出)C

ﾊﾞﾙｺﾆｰへたれ流し

(SUSﾗｯｷﾝｸﾞ110φ)

保健センター空調改修工事

（既設天井：ジプトン）

（既設天井：木製） （既設天井：木製）

（既設天井：ＰＢ＋ＲＷ吸音板）

室外機架台撤去後、ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断・防水補修150×150×４ヶ所

(防水仕様：ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装)

(防水仕様：ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装)

室外機架台撤去後、ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断・防水補修150×150×４ヶ所

(防水仕様：ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装)

室外機架台撤去後、ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断・防水補修150×150×４ヶ所
E

DR

   ,ﾄﾞﾚﾝﾎｰｽ16(露出)
(ｽﾘﾑﾀﾞｸﾄ77)

（※取外し・引渡し）

25,   

室外機架台撤去後、ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断・防水補修350×350×４ヶ所

室外機架台撤去後、ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ切断・防水補修350×350×４ヶ所

(防水仕様：ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装)

(防水仕様：ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ吹付防水3.0t密着工法、熱交換塗装)

　（但し、液管9.5φ以下は8mmtとする。）

※保温厚：液管10mmt、ガス管20mmt

吹出口 1114×90、吹出ﾀﾞｸﾄ 1140×80

（下がり天井開口寸法 1140×114）
（※機器付属品）×６ヶ 撤去

欄間ｱﾙﾐﾊﾟﾈﾙ(1700×560)貫通部調節の上、ｴｱｺﾝｷｬｯﾌﾟ樹脂製100設置

Ｒ４．２山
亀 深

澤



UP

UP

倉庫

廊下

通路

男子ＷＣ 女子ＷＣ

身障者
ＷＣUP

LM

スロープ

テラス

ＰＳ

渡り廊下

新設

玄関ポーチ

風除室

玄関

ＥＶ

物入

UP

物入

ホール

事務室２

調理実習室

（撤去）１階平面図　Ｓ＝１：１００

テラス

（健康福祉課）
事務室１

栄養相談室

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－

１：１００

ＡＣ

ＡＣ

（ﾓﾙﾀﾙ）

（ﾓﾙﾀﾙ）

５Ｋ

AS

AS
２Ｋ

ＰＡＣ

102K

ＰＡＣ

101K

13

ＡＣ

３Ｋ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

Ｒ

１．図中記入なき配線は、下記による

Ｒ

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６　　冷媒配管共巻き（内外渡り配線）

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６　　冷媒配管共巻き（内外渡り配線）

Ｒ

特　記（二次側電気図面共通）

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～取外し

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～取外し

室内機付属品

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～撤去

冷暖房設備（二次側電気）　１階平面図（撤去）

保健センター空調改修工事
12

※配線種別は、下記特記参照

※配線種別は、下記特記参照

ＣＶＶ１．２５□－３Ｃ　　　　 　冷媒配管共巻き（リモコン配線）

ＣＶＶ１．２５□－３Ｃ　　　　 　天井内　　　　（リモコン配線）

３．図中　　印部分は撤去部分を示す。

２．図中　　　印は、ワイヤードリモコンを示し、撤去する。（スイッチボックスは、再使用とする。）

４．図中　　　印は、既設天井点検口を示す

５．既存施設を使用しながらの工事であるため、騒音・粉塵等に十分配慮し、既設設備を十分確認して

　　施工すること。

配線取外し×６ヶ所

配線取外し×６ヶ所

Ｒ４．２山
亀 深

澤



ＷＣ

押入

スロープ

押入

バルコニー

廊下

バルコニー

EV

踏込

（撤去）２階平面図　Ｓ＝１：１００

床

床

押入

UP

UP
DN

DN

男子ＷＣ 女子ＷＣ

洗面

大会議室

身障者

ＡＣ

ＡＣ
×２

ＡＣ

９Ｋ

８Ｋ

６Ｋ

ＡＣ

７Ｋ

ＲＡＣ

１Ｋ

バルコニー

玄関庇

個別相談室

会議室(１) 会議室(２)

押入

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｍ－

１：１００

13

Ｒ Ｒ

Ｒ

ＲＲ

Ｒ

Ｒ

Ｒ
Ｒ

ＶＶＦ２．０－３Ｃ（冷媒配管共巻き）～撤去

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～取外し

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～取外し

Ｒ

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～取外し

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～取外し

ＶＶＦ１．６－３Ｃ，Ｅ１．６（冷媒配管共巻き）～取外し

Ｒ
W

ワイヤレスリモコン

撤去

冷暖房設備（二次側電気）　２階平面図（撤去）

13
保健センター空調改修工事

配線取外し×１３ヶ所 配線取外し×１３ヶ所

※配線種別は、Ｍ-12図参照 ※配線種別は、Ｍ-12図参照

Ｒ４．２山
亀 深

澤



中

央

監

視

制

御

設

備

通
　
信
　
情
　
報
　
設
　
備

発

電

設

備 モジュール

機 器 類

電 気 方 式

防 油 堤

風 車

自 家 発 電 装 置

太 陽 光 発 電 装 置

風 力 発 電 装 置

構 内 情 報 通 信 網 設 備

構 内 交 換 設 備

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

拡 声 設 備

誘 導 支 援 設 備

監 視 制 御 対 象 設 備

伝 送 方 式

火
災
報
知
設
備

三相３線式　・ ６．６ｋＶ　　・ ２１０Ｖ

形　式　 ・ キュ―ビクル形　　・ 簡易形　　・ オ－プン形

発電機（　　　ｋＶＡ以上）　　　原動機　　・ ディーゼル　　・ ガスタービン

・ 機器　　・ 配管のみ 　・ 配管及び配線

・ 交換機　　・ 局線中継台　　・ 電話機　　・ ボタン電話装置　　・ 配管のみ　　・ 配管及び配線

・ マルチサイン装置　　・ 出退表示装置　　・ 時刻表示装置

・ 増幅器　　・ スピーカー　　・ プロジェクタ　　・ スクリーン　　・ その他（　　　　　　　　　 ）

用　途　　・ 一般放送　　・ 非常放送　　・ 個別放送

・ 音声誘導装置　　・ 身体障害者用インターホン装置　　・ トイレ等呼出し装置

・ 動力設備　 ・ 受変電設備　 ・ 自家発電設備　 ・ 防災設備　 ・ 照明制御　 ・ 給排水設備　 ・ 空調設備

・ アナログ方式　　・ デジタル方式

テ レ ビ 共 同 受 信 設 備

監 視 カ メ ラ 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

防犯・入退室管理設備

自 動 火 災 報 知 設 備

自 動 閉 鎖 設 備

非 常 警 報 設 備

形 式

・ インターホン　　・ テレビインターホン　　・ ナースコール

・ カメラ　　・ ビデオモニタ　　・ タイムラプスＶＴＲ　　・ 配管のみ　　・ 配管及び配線

機器（ ・ 本工事　※ 別途工事 ）　　配管（ ※ 本工事　・ 別途工事 ）　　配線（ ・ 本工事　※ 別途工事 ）

連動制御器（　　　回線　・ 単独　　・ 火報受信機と一体 ）　　　感知器（ ・ 共用　　・ 専用 ）

複合装置　　・ 一体形（ ※ 一般型　　・ 防雨型 ）　　・ 単独

・ 警報盤　　・ 表示操作盤　　・ 監視制御装置

車両検知方式　　・ 光線式　　・ ループコイル式

・ 受信機（ ・ Ｐ型　　・ Ｒ型 ）　　・ 副受信機　　・ 中継器　　・ 感知器　　・　

・ アンテナ（ ・ ＵＨＦ　　・ ＢＳ　　・ ＣＳ ）　　・ ＣＡＴＶ

ガス漏れ火災警報設備 受信機（　　　回線　・ 単独　　・ 火報受信機と一体　　・ ＬＰガス用　　・ 都市ガス用 ）

・ コンクリート製　　・ 鉄板製（ ・ 本工事　　・ 別途工事 ）

・ プロペラ形　　・　　　　　　　　　

・ 結晶シリコン　　・ 薄膜　　・　

構
内
配
電
線
路

電 気 方 式

外 灯 点 滅 方 式

三相３線式（ ・ ６．６ｋＶ　　・ ２００Ｖ ）

・ 単相３線式１００／２００Ｖ　　・ 単相２線式（ ・ １００Ｖ　　・ ２００Ｖ ）

・ 地中埋設式　　・ 架空線式

・ 手動　　・ 自動（ ・ タイマー　　・ 自動点滅器　　・ 中央監視 ）

施 工 方 法

構

内

通

信

線

路

用 途

施 工 方 法

・ 電話用　　・ 時計拡声用　　・ 火災報知用　　・ インターホン用　　・ 情報通信網用　　・ ＣＡＴＶ

・ 地中埋設式　　・ 架空線式

テ
レ
ビ
電

波
障
害
防

除
設
備

対 策 方 策

責 任 分 界 点

・ 都市形ＣＡＴＶへの加入　　・ 共同受信方式（ ・ 共同アンテナ　　・ 館内用アンテナ用 ）

・ 各戸の保安器一次側　　・　

Ⅱ．特 記 仕 様
１　一　般　事　項

機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合、機械設備工事及び建築エ事はそれぞれの標準仕様書等及び監理指針を適用する。（３）

の付いたものによる。

（１）現場説明書、質問回答書、特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の標準仕様等のうち、　印

（２）

２　特　記　事　項

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「営繕工事写真撮影要領（平成２４年版）」によるほか監督職員の指示による。

下記のものを提出する。

提出した施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は発注者に移譲するものとする。

特別管理産業廃棄物　※ 無し　　・ 有り（ ・ ＰＣＢ使用機器　　・　　　 　　　）

　　ＰＣＢ使用機器は関係法令等に従い適切に処理する。

 ・ の付かない場合は、※ 印の付いたものを適用する。 ・ と ※ の付いた場合は共に適用する。

一般共通事項のうち （　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 項は、・　建築　・　機械設備　工事仕様書による。（３）

項目は番号に 　 印の付いたものを適用する。

（２）

（１）

特記事項のうち選択する事項は ・ の付いたものを適用する。

完 成 写 真 等

施 工 図 等

７

６

ついても、自家用電気工作物の場合と同様の業務を行うものとする。

電気保安技術者の資格は標準仕様書第１編第１章第３節１．３．２によるものとし、一般用電気工作物に係る工事に

工事の施工に伴い必要な官公署その他への手続き、検査並びにその費用は、請負者の負担とする。

電 気 保 安 技 術 者

官 公 署 そ の 他 へ の 手 続

２

１

特　　　記　　　事　　　項項　　　　目

建設工事公衆災害防止対策要綱及び建築工事安全施工技術指針を参考に工事安全計画書を作成し監督職員に提出する。

　　・ アスファルト・コンクリート塊　　･ 建設発生木材　　･ 蛍光管　　・            ）

再生資源の利用を図ると指定されたもの　※ 無し　　・ 有り（ ・ コンクリート塊　　・ 鉄筋コンクリート塊

　　引渡しを要するもの以外は、構外搬出適切処理とする。

発 生 材 の 処 理 等

工 事 安 全 計 画 書 等

電 気 工 事 士

５

４

３ 資格の区分　　・　１種　　※　２種

引渡しを要するもの　※ 無し　　・ 有り（ ・ 機器類　　・ 配管材料　　・ 　　　　　　）

一

般

共

通

事

項

９

８

構内につくることが　※ できる　　・ できない工 事 用 仮 設 物11

※　工事表示板　・　お願い表示板　記入要領等は監督職員の指示による。

※ １部　　・ 　　部

・ 要　　・ 不要

・ 要　　・ 不要

電子データ・ネガの提出部 数

カラーサービス判 ※ ２部　　・ 　　部

各工種工程毎

監督職員の指示による

撮 影 箇 所分 類・規 格

カラーサービス判

・　完成写真

※　工事写真

区 分

足場を設ける場合は、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」（厚生労働省 基発第0424001号平成21年10

表 示 板 設ける。（建築工事、機械設備工事等と一括して表示する）

本工事に必要な工事用水、電力などの費用はすべて請負者の負担とする。工 事 用 水 ・ 電 力

よる足場の組立て等に関する基準」の２の(2)手すり据置方式又は(3)手すり先行専用足場方式により行うこと。

４月24日）の「手すり先行工法等に関するガイドライン」により、「働きやすい安心感のある足場に関する基準」に適

合する手すり、中さん及び幅木の機能を有する足場とし、足場の組立て、解体又は変更の作業は、「手すり先行工法に

足 場

 ・ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）」（以下、「標準仕様書」という。）

 ・ 公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成３１年版）（以下、「改修標準仕様書」という。）

 ・ 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（平成３１年版）（以下、「標準図」という。）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の「電気設備工事監理指針（令和元年版）」（以下「監理指針」という。）を適用する。

完成後は、速やかに次の完成図書を提出すること。完 成 図 等12

・　　部

※　３部
※　完成図原図の陽画複写紙（縮小版）

※　完成図原図の陽画複写紙

※　完成図原図の陽画複写紙

・　施工図原図の陽画複写紙

※　完成図

※　完成図　２つ折製本

施工図　　・　原紙　　・　ＣＡＤデータ　　・　ＰＤＦデータ

完成図　　※　原紙　　※　ＣＡＤデータ　　※　ＰＤＦデータ
※　完成図原図 １　部

１　部

１　部

・　　部

※　２部

・　　部

※　２部

※　主要機器一覧表

※　機器取扱説明書

※　保守に関する指導案内書

※　試験成績書

※　主要機器図

　　※　Ａ４版市販ファイル

　　・　Ａ４版黒表紙製本

※　官公署届出書類

※　保証書

　　Ａ４版ファイル

※　保守用説明書

13 他 工 事 と の 取 合 い

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

切　り　込　み

補　　　　　強

スリーブ・箱入

補　　　　　強

補　　　　　強

仮　　　　　枠

建　築機械設備電気設備

　照明器具・幹線等の吊りボルト用インサート（くぎ処理共）

　埋込形機器取付用の天井、壁の下地材・仕上げ材

　コンクリ－ト壁、床、梁貫通部

　鉄骨造の開口及び補強

　ＯＡフロア・フリーアクセスフロアの切込み及び補強

　補強

　埋込分電盤・端子盤・プルボックスの仮枠及び埋込部分の

　軽量鉄骨壁のボックス取付用下地

他　工　事　と　の　取　合　い

　自動開閉装置を取付ける防火戸の切込み、補強及びドアクローザ、フロアヒンジ ※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

基　　　　　礎

アンカーボルト

屋　上　設　置

屋内・屋外設置
　機器類のコンクリート基礎

　自立型制御盤の基礎

　天井点検口

　テレビアンテナ

　機器用コントロールスイッチ(空調機、給湯器等)の取付及び配線

　機器付属の制御盤及び操作盤から機器までの配線

　電気室、自家発電機室などの基礎及びピット（蓋を含む）

建設発生土の処理　　・ 構外に搬出し適切に処埋　　※ 構内敷きならし　　・ 構内の指示する場所に堆積

　　　　　　　　　　※ 根切土の中の良質土　　・ 山砂の類（　　　　　）　　・ 真砂土（　　　　　）埋 め 戻 し 土

本工事では環境配慮の観点から、原則としてＥＭケーブルを使用するものとする。

14

電 線 類

土 工 事

15

区　　　　分 名　　　　　　称 部　数

ＥＭ電線類で規格等の定めのないものはハロゲン及び鉛を含まない材料で構成されたものとする。

通信ケーブルでＪＣＳ規格にない対数のケーブルはＪＣＳ規格に準じたものとする。

盤内配線はＥＭ電線を使用する。ただし、製造者標準品と特記したものは除く。

ハーネスジョイントボックス用ＯＡタップのケーブルはハロゲン及び鉛を含まない材料とする。

分電盤、制御盤、端子盤などの２次側以降の配線経路、電線太さ、電線本数、管径などは監督職員の承諾を受けて変16 電 線 本 数 ・ 管 路 等

更してもさしつかえない。

設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

探査方法　　※電磁誘導式　　・　放射線透過検査　　・　27 はつり工事における非破壊検査

工事の施工に伴い既存部分を汚染又は損傷した場合は、既成にならい補修する。

既存のコンクリート床、壁などの配管貫通部の穴あけは、原則としてダイヤモンドカッターによる。26

25 補 修 な ど

は つ り

・ ステンレス製（　　　　　　　）　　・ 溶融亜鉛メッキを施した鋼材

外気に面する壁、スラブ等で打ちこみとなる位置ボックスは保温、結露防止処理を行う。24

23

結 露 防 止

屋上、屋側の支持金物等

機器の重量[ｋＮ]に、設計用標準水平震度を乗じたものとする。なお、特記なき場合、設計用標準水平震度は、

１）設計用水平地震力

次による。

建築研究所監修）による。

ととし、施工は「建築設備耐震設計・施工指針２００５年版」（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人

設備機器の固定は「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」(平成８年版・建設大臣官房官庁営繕部監修)によるこ22 耐 震 施 工

メッキ付着量 ３００g/㎡以上とする。（ ※　屋外　　・　　　　　　）

シ－ル等を貼付する。

・ 金属製（ステンレス、新金属も含む）　　・ 樹脂製

波付硬質合成樹脂管（ＦＥＰ）を使用する場合は不燃又は難燃性とする。

塗装する部分　　・ 居室、廊下等　　・ 機械室　　・ 屋外　　・ 

厚鋼電線管の溶融亜鉛メッキ

18

19

20

21

17

カバープレートの用途別表示

フラッシュプレ－トの材質

波付硬質合成樹脂管(FEP)

露 出 配 管 の 塗 装

注）上層階の定義は次（次頁）による。

・ 特定の施設 ・ 一般の施設

上層階注,屋上及び塔屋

中 間 階

１.０

１.５

１.０

０.６

１.０

０.６

０.４

０.６

１.５

２.０

１.５

１.０

１.５

１.０

０.６

１.０
１.５

１.０

１.５

２.０

機 器 種 別設 置 場 所

地 下 及 び １ 階

水　　槽　　類

防振支持の機器

機　　　　　器

防振支持の機器

水　　槽　　類

水　　槽　　類

防振支持の機器

機　　　　　器

機　　　　　器

重要機器 重要機器一般機器 一般機器

設計用標準水平震度

　２～６階建：最上階、７～９階建：上層２階、１０～１２階建：上層３階、１３階以上：上層４階

　重要機器 （ ・ 配電盤　　・ 非常用発電装置　　・ 交換機　　・ 直流電源装置　　・ ＵＰＳ装置

  　　　　　　・ 火災報知受信機　　・ 中央監視制御装置　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２）設計用鉛直地震力

一

般

共

通

事

項

　Ⅰ．工 事 概 要

２　建物概要

１　工事場所

電 気 設 備 工 事 仕 様 書

延 べ 面 積 (㎡ )
建築基準法による番 号

（　　　　）項

（　　　　）項

（　　　　）項

（　　　　）項

（　　　　）項

５

４

３

２

１

備　　　考消防法施行令別表第一の区分階　数構　造建　物　名　称

３　工事種目

医 療 関 係 設 備

建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

テレビ電波障害防除設備

構 内 配 電 線 路

構 内 通 信 線 路

電 力 貯 蔵 設 備

（　　印の付いたものが対象工事種目）

電 灯 設 備

構内 情報通 信網 設備

火 災 報 知 設 備

防犯・入退室管理設備

駐 車 場 管 制 設 備

監 視 カ メ ラ 設 備

テレ ビ共同 受信 設備

誘 導 支 援 設 備

拡 声 設 備

構 内 交 換 設 備

発 電 設 備

受 変 電 設 備

雷 保 護 設 備

動 力 設 備

番　号

通
　
信
　
情
　
報
　
設
　
備

工事種目

情 報 表 示 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

備　　　　考屋外５４３２１

中 央 監 視 制 御 設 備

４　設備概要

新営工事　・１００ｋＷ未満　　・１００ｋＷ以上５００ｋＷ未満　　・５００ｋＷ以上

改修工事　既存設備　・ 　　　　ｋＷ

　（ＵＰＳ）

・ 高圧スイッチギア、変圧器盤（ＣＢ－３形）

・ キュービクル式配電盤（ ・ＰＦ形  ・ＣＢ－１形　・ＣＢ－２形 ）

・ 屋内形

主遮断器　 ・ 限流ヒューズ　　・ ＶＣＢ

機 器 類

設 備 方 式  ・ 屋外形

契 約 電 力

低圧  ・ 三相３線式２００Ｖ 　・ 単相３線式１００／２００Ｖ　・ 単相２線式（ ・１００Ｖ　・　２００Ｖ ）

・ 標仕によるＵＰＳ　　・ 簡易形ＵＰＳ

・ ＨＳ形鉛蓄電池　　・ ＭＳＥ形鉛蓄電池　　・　　　　　　　（　  　Ａｈ）

・ 受変電設備制御電源専用　　･ 非常用照明器具電源専用

・ 電算機用　　・　

幹線　・ 単相３線式１００／２００Ｖ　  ・ 直流２線式１００Ｖ

　　の付いたものを適用する。

分岐　・ 単相２線式（ ・ １００Ｖ　　・ ２００Ｖ ）　 ・ 直流２線式１００Ｖ

高圧　三相３線式　６．６ｋＶ

・ 避難口　　・ 階段通路　　・ 廊下通路　　・ 室内通路

・ 突針　 ・ 棟上け導体　 ・ その他金属体（　　　　　　  ）

・ 建築構造体利用　 ・ 接地極埋設

・ 建築構造体利用  ・ 引下げ導線

・ 非常用照明器具電源および受変電設備制御電源共用

交 流 無 停 電 電 源 装 置

直 流 電 源 装 置 用 途

（本工事における工事種目ごとの概要を示すもので、仕様を規定するものではない。）

蓄 電 池

形 式

用 途

非 常 用 照 明 器 具

電 気 方 式

受 雷 部

避 雷 導 線

接 地 極

誘 導 灯

電 気 方 式

電 気 方 式

電

灯

設

備

動
力
設
備

雷
保
護
設
備

受

変

電

設

備

電

力

貯

蔵

設

備

電 熱 設 備

変圧器　三相　　　、単相　　　、スコット　　　　ｋＶＡ　　・ 油入　　・ モ－ルド　　　

分岐　・ 三相３線式２００Ｖ　　・ 単相２線式（ ・ １００Ｖ　　・ ２００Ｖ ）

幹線　・ 三相３線式２００Ｖ　　・ 単相２線式２００Ｖ　　・ 単相３線式１００／２００Ｖ

光源　・ 蛍光灯　　・ 白熱灯　　・ ＬＥＤ　　　   電源　・ 電池内蔵形　　・ 電源別置形

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO
一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｅ－

保健センター空調改修工事－－
１

７

ＲＣ ２保健センター

琴浦町大字徳万

１，２，５，７，８，９，10，11，12，31

854.88 １ ロ

Ｒ４．２藤
佐

山
亀

電気設備工事特記仕様書（１）



２ エ事のため送電線及び配電線の近くで作業するときは、事前に中国電力に連絡し、事故防止に努めること。

表
　
　
　
示

火
　
災
　
報
　
知

ガ
　
ス
　
検
　
知

電
気
時
計

構

内

交

換

動
　
　
力

電
　
　
　
　
　
　
　
灯

電
力
共
通

拡
声

天井高×0.9

1,300

床上～中心

〃

壁掛形スピーカ

壁付アッテネータ

壁付アウトレット

天井高×0.9子時計

壁掛形親時計

　　〃　　（和室）

保安器箱

端子盤

操作スイッチ

手元開閉器

壁掛形制御盤

〃

  150

  300

  200

  300

1,300

1,500

1,500（上端1,900以下）

1,500（上限1,900以下）床上～中心

〃

床上～中心

天井下～上端

床上～下端

〃

〃

床上～中心

　　〃　（ＬＰガス）

検知器（都市ガス）

床上～中心

800～1,500機器収容箱

800～1,500

1,500

床上～操作部

　　〃　（和室）

機器収容箱

  300〃
床 転 倒 時 用

壁付押ボタン(多機能トイレ）

  900壁付押ボタン(多機能トイレ）

1,300床上～中心壁付インターホン(上記以外）

外部受付用インターホン(子機) 標準図による

  300

受付押ボタン（一般） 1,300

べル、ブザー、チャイム

1,100〃　〃　（多機能トイレ）

地上～中心

取引用計器

2,300

天井高×0.9

〃

〃

〃

床上～中心

電源箱

壁付発信器

表示盤

1,300

1,500（上端1,900以下）

1,800～2,000

取付高（ｍｍ）

スイッチ

分電盤

引込開閉器

〃

地上～窓中心

測　点

1,800～2,200

取付高(ｍｍ)

1,300

名　　　称 測　点

床上～下端

名　　　　称

床上～中心

800～1,500

誘

導

支

援

テ
レ
ビ
共
同
受
信

  150

  300

  200

直列ユニット

〃

床上～中心

天井下～上端

  900〃　　　　〃　　（車椅子用）

　　〃　　（土間）

　　〃　　（鏡上）

　　〃　　（踊場）

ブラケット（一般）

  150

2,000～2,500

2,100～2,300

鏡上端～中心

〃

〃

800～1,300

  150

  300

　　〃　　（台上）

　　〃　　（和室）

コンセント（一般）

〃

  150

天井下～下端

床上～上端   300

  300

  300

  200

  200

床上～中心

台上～中心

〃

〃

天井下～中心

〃

天井下～上端

〃

ガス漏れ中継器

表示灯

べル

発信機

受信機・副受信機

機器取付高は下記を標準とする。ただし、天井高３ｍ以上の場合及び機器の使用に支障がある場合は監督職員と協議する。
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そ
　
　
　
の
　
　
　
他

機 器 取 付 高１

４ 報 告 書 提 出 部 数 ※ 事前　３部　　・ 中間　　部　　※ 事後　３部

　　　中継局　　　波：　　　地点

障害調査 　　　中継局　　　波：　　　地点３ 受信する受信波及び地点数

電波受信 テレビ電波受信障害調査時期 ※ 事前　　・ 中間　　※ 事後 ２

テレビ を受けること。

15 及び「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）」の最新版により調査を行い、同協会の技術審査

ガ ス 漏 れ 火 災 警 報 設 備３ 検知器（ ・ 天井取付形　　・ 壁取付形 ）

調 査 仕 様１

ハンドホール内のケーブル支持等は、マンホールに準じて行う。地 中 箱２

構
内
配
電
線
路

13 高 圧 負 荷 開 閉 器３ ・ 閉鎖形（ ・ 軽耐塩形　　・ 重耐塩形 ）　　・ 地絡継電器付（ ※ 方向性　　・ 無方向性 ）

※ 別置制御装置までの制御ケーブルを付属すること。

高圧ケーブルの屋外端末処理

標 識 シ ー ト ※ 高圧　　・ 低圧

・ 一般形　　・ 耐塩形５

６

７ 照 明 用 ポ ー ル 照明用ポールには配線用遮断器（トリップ機能なし）又はカットアウトスイッチ（素通しヒューズ）を内蔵する。た

だし、ガーデンライトは除く。

４ 高 圧 ケ ー ブ ル の 端 末 部 高圧ケーブルの両端部にシースの縮み対策（熱伸縮テープによるシースずれ止め対策等）を行う。

施 工 方 法１14

構内通

信線路

施 工 方 法１ 埋設深さ　※　ＧＬ－３００以上、舗装のある場合は路盤下－３００以上とする。

　　　　　・　ＧＬ－６００以上（ ・　車路　　・　高圧配線　　・　幹線　　・　　　　　）

ハンドホール内のケーブル支持等は、マンホールに準じて行う。地 中 箱２

標 識 シ ー ト３ ・ デ―タ回線　　・ 電話　　・ ＣＡＴＶ　　・　

　　　　　・　ＧＬ－６００以上（ ・　　　　　・　　　　　　）

埋設深さ　※　ＧＬ－３００以上、舗装のある場合は路盤下－３００以上とする。

図面に記載されていない事項は、すべて（一社）日本ＣＡＴＶ技術協会の「建造物によるテレビ受信障害調査要領」

・ 防火シャッター用（ ※ 別途工事　　・ 本工事 ）

・ 防煙ダンパー用（ ※ 電動復帰　　・ 手動復帰 ）

自 動 閉 鎖 設 備２ ・ 防火戸用（ ※ ラッチ式　　・ 電磁式 ）
火
災
報
知
設
備

12

・ ＩＰ電話機　（ ・ EM-UTP  　0.5－4P　　・　　　　　　　 ）（ ※ １５ｍ　　・　　　　　）

設 備
映像音響

９

コントラスト比（ ・ Ｘ形　　・ Ｙ形 ）

光出力（ ・ Ⅰ形　　・ Ⅱ形　　・ Ⅲ形 ）　　　解像度（ ・ Ａ形　　・ Ｂ形　　・ Ｃ形 ）１ プ ロ ジ ェ ク タ

誘　導
11 検出方式（ ・ 磁気方式　　・ 無線方式　　・ 画像認識方式 ）音 声 誘 導 装 置１

拡　声
設　備

10

・ 増幅器の入出力配線と外部配管（壁ボックス等）の接続はコネクターによる。

形式（ ・ 卓上形　　・ ラック形 ）　　　定格出力（　　　Ｗ）　　　性能（ ・ Ｈｉ形　　・ Ｌｏ形 ）１ 増 幅 器

支 援

自 動 火 災 報 知 設 備１ 受信機（ ・　　型　　級　　回線（蓄積型）　　・ 複合形　　・ 単独形 ）

・ 多機能電話機（ ・ EM-BTIEE  0.4－2P　　・ 　            ）（ ※ １５ｍ　　・　　　　　）

・ 内線電話機　（ ・ EM-TIEF　0.65－2C　　・ TIVF 0.65－2C ）（ ※ １５ｍ　　・　　　　　）

・ ボタン電話機（ ・ EM-BTIEE　0.4－2P　　・　             ）（ ※ １５ｍ　　・　　　　　）

６ 卓上電話機１台につき次のものを見込む。電 話 機 へ の 配 線

・ デジタルコードレス電話機　　　　台　　　・ ＩＰ電話機　　　台

・ 一般電話機　　　　台　　　・ 多機能電話機　　　　台　　　・ ファクシミリ　　　　台電 話 機５

内線　　／　　／　　回線　　　局線　　／　　／　　回線（現用／実装／容量）回 線 数４

※ モジュラージャック　　・ 電話用プレート壁 付 電 話 機 と の 接 続３

※ 本工事　　・ 別途工事保 安 器 用 接 地２構

内

交

換

設

備

停電補償時間（　　　　分）
８

　　　　　　　 ・ ダイレクトインダイヤル方式　　・ ダイレクトインライン方式  ）

局線応答方式（ ・ 局線中継台方式　　・ 分散中継台方式　　・ ダイヤルイン方式交 換 機１

［Ⅲ］　機　　材　　等

　　　　　　　同　上

　　　　　　　同　上

ハ ン ド ホ ー ル

合 成 樹 脂 製 可 と う 電 線 管 パナソニック、古河電工、未来工業

積水化学工業硬 質 塩 化 ビ ニ ル 電 線 管

鋼 製 電 線 管

４５．

４４．

（一社）鳥取県設備設計事務所協会　作成※

ダイニチ、日本ネットワークサポート、中国高圧

パナソニック、東芝、日立、三菱、大光、遠藤、光電気通信

ただし、非常放送装置は非常用放送設備委員会の基準適合ラベルが貼付されたもの。

　　　　同　上

新神戸、日本電池、ＧＳ

自家発電機（制御盤を含む）

変　　圧　　器　（高　圧　用）

矢 崎 、 日 立 、 住 友

中 央 監 視 制 御 機 器

セ キ ュ リ テ ィ 、 Ｈ Ａ 機 器

ガ ス 検 知 器

ガ ス 漏 れ 警 報 受 信 機

ケーブルラック・レースウェイ

避 雷 針

コ ン ク リ ー ト 柱

テ レ ビ 共 同 受 信 機 器

拡 声 ・ 非 常 放 送 装 置

電 気 時 計

表 示 器

非 常 警 報 装 置

自 動 閉 鎖 装 置

火 災 報 知 装 置

イ ン タ ー ホ ン

電 話 交 換 機 及 び 電 話 機

整 流 装 置

蓄 電 池

高 圧 気 中 開 閉 器

高 圧 遮 断 器

コ ン デ ン サ

水 位 継 電 器

保 護 継 電 器

電 磁 開 閉 器

配 線 用 遮 断 器

端 子 盤

低 圧 配 分 電 盤

高 圧 配 電 盤

配 線 器 具

Ｈ Ｉ Ｄ 灯

誘 導 灯

非 常 用 照 明 器 具

白 熱 灯 ・ Ｌ Ｅ Ｄ

蛍 光 灯

波 付 硬 質 合 成 樹 脂 管

耐 火 ・ 耐 熱 ケ ー ブ ル

通 信 ケ ー ブ ル

電 力 ケ ー ブ ル

電 線

東芝、日立、三菱、富士

かわでん、東芝、永井、日立、増岡、三菱、パナソニック、内外、豊島、小林、富士オートメーション

パナソニック、東芝、日立、三菱

パナソニック、東芝、日立、三菱、大光、遠藤

ＴＯＡ、ＪＶＣケンウッド、パナソニック、東芝

イーエムシー西部、インテックス、ランデス、オーコ、カナフレックス

パナソニック、東芝、日立、三菱

　　　　同　上

　　　　同　上

同　上　　ただし、非常警報設備認定業務委員会の認定証票が貼付されたもの。

同　上　　ただし、（財）日本建築センターの性能評定マークが貼付されたもの。

東芝、日立、三菱、川崎、ヤンマー　ただし防災用は左記のうち（社）日本内燃力発電設備

　　　　　　　同　上

耐火・耐熱電線認定業務委員会の認定（ＪＣＭＡマーク）の表示をしたもの。

上記製造業者のうち（財）日本建築センターの性能評定マークが貼付されたもの。

ただし建築基準法用及び消防法用に使用する別置用のものは、左記のうち

山武、ジョンソンコントロール、パナソニック

東芝、三菱、山武、アイホン、パナソニック

ネグロス、パナソニック、東芝

大阪、日本

マスプロ、ホーチキ、パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック、東芝、アイホン

認定を受けている旨の表示をしたもの。

蓄電池設備認定委員会の認定証票が貼付されたもの。

協会の認定証票が貼付されたもの。

東芝、三菱、戸上、エナジーサポート

パナソニック、日立、三菱、富士、オムロン

パナソニック、東芝、日立、富士、オムロン

パナソニック、東芝、日立、三菱、富士、戸上

パナソニック、東芝、日立、三菱、富士

パナソニック、東芝

古河電工、未来工業、カナフレックス

パナソニック、丸一、日鉄

上記製造業者のうち誘導灯認定委員会の認定証票が貼付されたもの。

ないものは　ＪＩＳ規格品の使用可能とする。

ただし特殊ケーブルで、左記メーカーの製品に

不許複製

送配電線の近くで作業するときは、前もって中国電力へ連絡すること。

※

※

設計図書の製品番号は、特定の製品を限定しない。

この工事に使用する機材は下記に記載されているものの他、同等品以上とする。

同等品以上とする場合には、同等品承諾願いを提出し監督員の承諾を得ること。

同　上　　ただし、（財）日本ガス機器検査協会の合格証票又は高圧ガス保安協会の検定合格証票が貼付されたもの。

矢崎、パナソニック　ただし日本消防検定協会又は高圧ガス保安協会の検定合格証票が貼付されたもの。

沖、東芝、能美、ホーチキ、パナソニック　　ただし、日本消防検定協会の検定合格証票が貼付されたもの。

沖電気、日立、パナソニック、東芝、富士通　ただし（財）電気通信端末機器審査協会の

４３．

４２．

４１．

４０．

３９．

３８．

３７．

３６．

３５．

３４．

３３．

３２．

３１．

３０．

２９．

２８．

２７．

２６．

２５．

２４．

２３．

２２．

２１．

２０．

１９．

１８．

１７．

１６．

１５．

１４．

１３．

１２．

１１．

１０．

９．

８．

７．

５．

４．

３．

２．

１．

６．

４

太陽電池式屋外時計（ 点灯時間　　　　ｈ　　　点灯保証日数　　　　日 ）

親時計（ ・ 壁掛形　　　回線　　・ ラック形　　　回線 ）３ 時 刻 表 示 装 置

呼出機能（ ・ 有　　・ 無 ）　　　方式（ ・ 発光ダイオード　　・ 液晶　　・ 　　　　 ）

 

情
報
表
示
設
備

制御装置（ ・ 壁掛形　　・ 埋込形　　・ 据置形 ）２ 出 退 表 示 装 置

イメージスキャナ（ ・ 設ける　　・ 設けない ）１ マ ル チ サ イ ン 装 置

系統連系（ ・ 高圧連系　　・ 高圧受電低圧みなし連系　　・ 低圧連系　　・ 無 ）　　定格出力（　　　　ｋＷ）３ 風 力 発 電 装 置

７

表示装置（ ・ 有　　・ 無 ）　　　方式（ ※ 液晶　　・　　　　　）

　自立運転機能（ ・ 有　　・ 無 ）

パワーコンディショナ（　　　　相　　線式　　　　Ｖ）　　定格容量（ 　　　　ｋＷ）

公称最大出力（　　　　ｋＷ）　　　耐風速（　　　ｍ／ｓ）

２ 太 陽 光 発 電 装 置

排気ガスに含まれる窒素酸化物（　　　　以下）　　　運転音（　　　　ｄＢ以下）

排気系統配管断熱材の厚さ（　　　　ｍｍ）　　　ばい煙測定口（ ・ 設ける　　・ 設けない ）

燃料油等（ ・ 灯油　　・ 軽油　　・ 重油　　・ 燃料ガス（　　　　　））

　材質（ ・ 鋼板製　　・ ステンレス製 ）

燃料小出槽（　　　　㍑）：返油ポンプのあるシステムでフロートスイッチの上限フロートは通過形接点とする。

　据付：機械設備工事標準図（ ・ 施工３０、３２（タンク室有り）　　・ 施工３１、３３（タンク室無し））燃 料 電 池 発 電 装 置

オイルタンク（ ・ 地下　　・ 屋内熱 併 給 発 電 装 置

減圧水槽及び初期注水槽の材質（ ・ 鋼板製　　・ ステンレス鋼板製 ）ガスタービン発電装置発

電

設

備

保安装置（ 重故障項目特記 ・ 有　　・ 無 ）　　　外部用端子（ ・ 要　　・ 不要 ）ガスエンジン発電装置
６

出力（　　　　ｋＷ）　　　配電盤外箱（ ・ 有　　・ 無 ）ディーゼル発電装置

標準仕様書によるほか、電力ヒューズ現用定格値のものを現用数予 備 品 等３

運転時間（　　　　ｈ）　　　系統連系（ ・ 高圧連系　　・ 高圧受電低圧みなし連系　　・ 低圧連系　　・ 無 ）１ 自 家 発 電 装 置

（ＵＰＳ）
方式（ ・ 常時インバータ給電方式　　・ ラインインタラクティブ方式　　・ 常時商用給電方式 ）

停電補償時間（　　　　　分）交 流 無 停 電 電 源 装 置１

前・後に設置する。盤 内 照 明

・ 本工事　　・ 別途工事

４

２

１

デ マ ン ド 監 視 装 置

変 圧 器 移 動 車 輪 ７５ｋＶＡ以上に取付。

設 備
電力貯蔵

５

受変電
設　備

外部雷保護設備接地システム２

・ 工事着手前に大地抵抗率を測定し、測定表及び接地極省略判定記録書を監督職員に提出する。１ 大 地 抵 抗 率 の 測 定

・ 構造体利用接地極　　・ Ａ型接地極　　・ Ｂ型接地極設　備
雷保護

３

・ 照明制御システム　　・ 変圧器　　・　

グリーン購入は次のものとする。32 グ リ ー ン 購 入

※ 電動機などヘの接続は本工事とする。　　・ 別途エ事機 器 ヘ の 接 続１

１ 照 明 器 具 １）ＬＥＤ及び蛍光ランプの光源色は下記による。

　　コンパクト形ランプの光源色　　　　　　（ ※ 昼白色　　・ 電球色 ）

　　ＬＥＤの光源色　　　　　　　　　　　　（ ※ 昼白色　　・ 電球色 ）

４

３

　照度測定時期　　１００％点灯時（ ※ 夜間　　・ 昼間 ）  調光制御点灯時（ ※ 夜間　　※ 昼間 ）

明るさセンサーによる照明制御を行う部屋は照度測定を行い測定表を監督職員に提出する。なお、測定箇所は監督職

員の指示による。

照 明 制 御 の 照 度 測 定 等

測定結果を監督職員に提出する。（測定箇所等は、監督職員の指示による。）

※ 設置した各部屋２箇所以上　　・　

一 般 照 明 の 照 度 測 定

非 常 用 照 明 の 照 度 測 定

２

２）Ｈｆ形蛍光灯器具の定格入力電圧はユニバーサル電圧（１００Ｖ～２４２Ｖ）に対応するものとする。

31 火 災 保 険 等

（保険の加入期限は、工事完成引渡しまでとする。）

工事目的物及び工事材料等工事施工途中の事故に伴う損害を補てんするため火災保険等に加入する。

30 室内空気中の化学物質の濃度測定 実施する。

設　備
動　力

２

備

設

灯

電

１

（測定用の場合、ＥＢはＤ＝１０　Ｌ＝１５００　または　Ｗ＝３０　Ｌ＝１２００とする）

（連結又は単独の場合、ＥＢはＤ＝１４　Ｌ＝１５００　または　Ｗ＝４０　Ｌ＝１２００とする）
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　　を行う。

・　施工調査（分析によるアスベスト含有建材の調査）を行う。

　　分析方法はＪＩＳ Ａ １４８１「建材製品中のアスベスト含有率測定方法」による。

　　（測定時期：　　　　　　　　　　測定場所：　　　　　　　　　　　　　測定点：　　　　　　　　　　）

・　アスベスト粉じん濃度測定を行う。

　　及び清掃に関する法律、石綿障害予防規則、鳥取県石綿健康被害防止条例等の関係法令に基づいて必要な手続き

※　官公署その他への手続きは、建築改修標準仕様書によるほか、労働安全衛生法、大気汚染防止法、廃棄物の処理

※　県有施設の石綿除去等に係る施工業者の登録制度による登録を受けている業者であること。

　　対象箇所（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・　作業場の養生として、処理場所をプラスティックシート等で囲い、外部への粉じん飛散を防止する。

・　洗浄設備（洗眼、うがいの設備）及び更衣設備等を設ける。

建材の内容・箇所 仕 様 等 処理を行う範囲

処理を行うアスベスト含有建材の仕様等

アスベスト含有建材の処理

建築改修標準仕様書 ９章 環境配慮改修工事 １節 アスベスト含有建材の処理工事による。

 ・ ＥＢ×　連－　組

 ・ ＥＰ－０．６×２
雷 保 護 設 備 用 ＥＬＡ 　　Ω以下

ＥＢ×１

ＥＢ×１

ＥＢ×１

ＥＢ×３連－２組

ＥＢ×３連－１組

ＥＢ×３連－２組

ＥＤｔ

ＥＬＨ

 ＥＤａ及び

Ｅｏ

ＥＬｔ

ＥＡｔ

Ｅｔ

－

１００Ω以下

１００Ω以下

１０Ω以下

　　Ω以下

１０Ω以下高 圧 避 雷 器

通 信 用

電話引込口の保安器用

測 定 用

通 信 用

交 換 機 用

一

般

共

通

事

項

ＥＢ×１

ＥＢ×３連－２組

ＥＢ×２連－２組

ＥＢ×３連－２組

ＥＢ×３連－２組

ＥＢ×３連－２組

接　　　　地　　　　極
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接地の種類

ＥＡＥＣＥＤ

ＥＤ

ＥＣ

ＥＢ

ＥＡ

記　号

ＥＡＥＤ

１００Ω以下

 １０Ω以下

　　Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

１０Ω以下

接地抵抗値

接地極の材料は次による。

共 同 接 地

Ｄ 種

Ｃ 種

Ｂ 種

Ａ 種

接 地 極

共 同 接 地

系統連系（ ・ 高圧連系　　・ 高圧受電低圧みなし連系　　・ 低圧連系　　・ 低圧みなし連系 ）

品　　　　　名 製 　 造 　 業 　 者

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO
一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｅ－

保健センター空調改修工事－－
２

７Ｒ４．２藤
佐

山
亀

電気設備工事特記仕様書（２）



縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO
一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

Ｅ－

保健センター空調改修工事－－

幹線設備　既設分電盤改造結線図

３

７

（改修）

常用系統
３φ３Ｗ

キュービクルより（Ｍ２１）

ＥＭ-ＣＥＴ１５０□

２２５／２００ＡＴ
ＥＬＣＢ３Ｐ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

事務室(１)エアコン室外機（ＡＣ－１）

調理実習室エアコン室外機（ＡＣ－２）

栄養相談室エアコン室外機（ＡＣ－３）

事務室(２)エアコン室外機（ＡＣ－４）

ホール室外機（ＡＣ－５）

会議室(１)エアコン室外機（ＡＣ－６）

会議室(２)エアコン室外機（ＡＣ－７）

大会議室エアコン室外機（ＡＣ－８）

大会議室エアコン室外機（ＡＣ－８）

個別相談室エアコン室外機（ＡＣ－９）

　圧縮機：４．７ｋＷ

　圧縮機：１．８ｋＷ

　送風機：１４０Ｗ×２

　送風機：５８Ｗ

　圧縮機：７．５ｋＷ

　送風機：１００Ｗ×２

　圧縮機：３．７５ｋＷ

　送風機：６０Ｗ×２

　圧縮機：５．５ｋＷ

　送風機：１００Ｗ×２

　圧縮機：１．９ｋＷ

　送風機：５５Ｗ

　圧縮機：１．７ｋＷ

　送風機：５５Ｗ

　圧縮機：５．５ｋＷ

　圧縮機：５．５ｋＷ

　送風機：１００Ｗ×２

　送風機：１００Ｗ×２

　圧縮機：１．９ｋＷ

　送風機：５５Ｗ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／７５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／１００ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／５０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／３０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／７５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ３０／３０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ３０／３０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／７５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／７５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ３０／３０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１５ＡＴ

ＭＣＣＢ２Ｐ１０ＡＴ

ブロアー

　０．４ｋＷ

排水ポンプ

　０．２５ｋＷ×２

警報

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／４０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／３０ＡＴ

ＥＬＶ　３．５ｋＷ

ＬＭ分電盤　結線図 （改修前）

鋼板製　屋内自立型

（事務室(１)）

セパレ－タ

（３φ３Ｗのみ抜粋）

常用系統
３φ３Ｗ

キュービクルより（Ｍ２１）

ＥＭ-ＣＥＴ１５０□

２２５／２００ＡＴ
ＥＬＣＢ３Ｐ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

事務室(１)エアコン室外機（ＡＣ－１）

調理実習室エアコン室外機（ＡＣ－２）

栄養相談室エアコン室外機（ＡＣ－３）

事務室(２)エアコン室外機（ＡＣ－４）

ホール室外機（ＡＣ－５）

会議室(１)エアコン室外機（ＡＣ－６）

会議室(２)エアコン室外機（ＡＣ－７）

大会議室エアコン室外機（ＡＣ－８）

大会議室エアコン室外機（ＡＣ－８）

個別相談室エアコン室外機（ＡＣ－９）

　圧縮機：４．７ｋＷ

　圧縮機：１．８ｋＷ

　送風機：１４０Ｗ×２

　送風機：５８Ｗ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／７５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／３０ＡＴ

※分岐回路銘板変更

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／５０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／３０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／５０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ３０／２０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ３０／１５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／５０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１００／５０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ３０／２０ＡＴ

※２、３、５、６、７、８、９、10回路ブレ－カ－取替

改修内容

ＭＣＣＢ３Ｐ１５ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ１５ＡＴ

ＭＣＣＢ２Ｐ１０ＡＴ

ブロアー

　０．４ｋＷ

排水ポンプ

　０．２５ｋＷ×２

警報

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／４０ＡＴ

ＭＣＣＢ３Ｐ５０／３０ＡＴ

ＥＬＶ　３．５ｋＷ

ＬＭ分電盤　結線図

鋼板製　屋内自立型

（事務室(１)）

（改修後）

　圧縮機：７．３ｋＷ

　送風機：８６Ｗ×２

　圧縮機：３．０ｋＷ

　送風機：１４４Ｗ

　圧縮機：４．２ｋＷ

　送風機：８６Ｗ×２

　圧縮機：１．４ｋＷ

　送風機：８６Ｗ

　圧縮機：１．２ｋＷ

　送風機：３４Ｗ

　圧縮機：４．２ｋＷ

　送風機：８６Ｗ×２

　圧縮機：４．２ｋＷ

　送風機：８６Ｗ×２

　圧縮機：１．４ｋＷ

　送風機：８６Ｗ

（３φ３Ｗのみ抜粋）

セパレ－タ

Ｒ４．２藤
佐

山
亀



UP

UP

倉庫通路

男子ＷＣ 女子ＷＣ

身障者
ＷＣUP

スロープ

テラス

ＰＳ

渡り廊下

新設

玄関ポーチ

風除室

玄関

ＥＶ

物入

UP

物入

ホール

事務室２

調理実習室

１階平面図　Ｓ＝１：１００

テラス

廊下

（改修後）

（健康福祉課）
事務室１

栄養相談室

（ＶＥ７０）

ＣＶ８□　　－４Ｃ×２ （ＶＥ７０）

ＣＶ８□　　－４Ｃ×２（天井内）

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO
一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

１：１００

ＡＣ

ＰＡＣ

102K

ＡＣ

２

３

ＰＡＣ

101K

ＡＣ

５

（ﾓﾙﾀﾙ）

AS

AS

（ﾓﾙﾀﾙ）

5.5□

（ﾓﾙﾀﾙ）

ＬＭ

５

１

４

３

２

Ｐ．ＢＯＸ　３００□Ｘ１５０（ＶＥ・ＷＰ）

3.5□

5.5□

8□

14□

保健センター空調改修工事

動力設備　１階平面図（改修後）
Ｅ－

４

７

5.5□

14□

5.5□

8□

ボックス内で配線接続

ＥＭ-ＣＥ８□－４Ｃ（ＨＩＶＥ２８）

ＣＶ５．５□－４Ｃ×２
ＣＶ３．５□－４Ｃ

ＣＶ３．５□－４Ｃ　　（天井内）
ＣＶ５．５□－４Ｃ×２（天井内）

既設ＣＶ５．５□－４Ｃを新設冷媒配管に共巻き

既設ＣＶ１４□－４Ｃ新設冷媒配管に共巻き

Ｋ Ｋ

Ｋ Ｋ

ＫＫ

Ｋ

Ｋ

特　記

１．図中記入なき配線は、下記による

既設ＣＶ３．５□－４Ｃ　　天井内

既設ＣＶ８□　　－４Ｃ　　天井内

既設ＣＶ１４□　－４Ｃ　　天井内

３．エアコン室外機への接続部分は、金属製可とう電線管にて保護すること。

既設ＣＶ５．５□－４Ｃ　　天井内

２．図中太線部分は本工事部分を示し、細線点線部分は既設部分を示す。

　　また、停電時間を最小限に出来るよう努めること。

　　確認して施工すること。

６．既存建物を使用しながらの工事であるため、騒音・粉塵等に十分配慮し、既設設備を

７．停電作業等、施設運営に支障がある工程は、事前に日程等を施設と打合せの上行うこと。

５．図中　　　印部分は既設天井点検口を示し、　　　印部分は本工事（機械設備）設置

　　天井点検口を示す。

４．エアコン用ブレーカ及びケーブルサイズは、機械設備採用メーカーの仕様を確認の上、

　　取替が必要な場合は受注者の負担にて取替とすること。

Ｒ４．２藤
佐

山
亀



ＷＣ

押入

スロープ

玄関庇

押入

バルコニー

廊下

バルコニー

EV

２階平面図　Ｓ＝１：１００

バルコニー

床

床

押入

UP

UP
DN

DN

男子ＷＣ 女子ＷＣ

洗面

大会議室

身障者

押入

（改修後）

個別相談室

会議室(１)
会議室(２)

踏込

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO
一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

１：１００

ＡＣ
×２

ＡＣ

ＡＣ

９

６

ＡＣ

７

８

10

5.5□

６
3.5□

７

8□

8□

８

９

（ＶＥ７０）

ＣＶ８□　　－４Ｃ×２ （ＶＥ７０）

保健センター空調改修工事

Ｅ－
５

７動力設備　２階平面図（改修後）

5.5□

ＣＶ３．５□－４Ｃ
ＣＶ５．５□－４Ｃ×２

既設ＣＶ８□－４Ｃを新設冷媒配管に共巻き

既設ＣＶ８□－４Ｃを新設冷媒配管に共巻き

既設ＣＶ５．５□－４Ｃを新設冷媒配管に共巻き

既設ＣＶ５．５□－４Ｃを新設冷媒配管に共巻き

既設ＣＶ３．５□－４Ｃを新設冷媒配管に共巻き

Ｋ Ｋ Ｋ

Ｋ

Ｋ

Ｋ

Ｋ

Ｒ４．２藤
佐

山
亀



UP

UP

倉庫通路

男子ＷＣ 女子ＷＣ

身障者
ＷＣUP

スロープ

テラス

ＰＳ

渡り廊下

新設

玄関ポーチ

風除室

玄関

ＥＶ

物入

UP

物入

ホール

事務室２

調理実習室

（撤去）１階平面図　Ｓ＝１：１００

テラス

廊下

栄養相談室

（健康福祉課）
事務室１

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO
一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

１：１００ 保健センター空調改修工事

動力設備　１階平面図（撤去）
Ｅ－

６

７

ＡＣ

ＡＣ

（ﾓﾙﾀﾙ）

（ﾓﾙﾀﾙ）

５Ｋ

AS

AS
２Ｋ

ＰＡＣ

102K

ＡＣ

３Ｋ

特　記

１．図中記入なき配管・配線は、下記による

ＬＭ

（ＶＥ７０）

ＣＶ８□　　－４Ｃ×２ （ＶＥ７０）

５

8□

ＣＶ８□　　－４Ｃ×２（天井内）

ＰＡＣ

101K

１5.5□

４

5.5□

３

5.5□

２

14□

２．図中　　印の配線は、撤去部分を示す。

3.5□

5.5□

ＣＶ３．５□－４Ｃ　　天井内

8□

14□

ＣＶ８□　　－４Ｃ　　天井内

ＣＶ１４□　－４Ｃ　　天井内

ＣＶ５．５□－４Ｃ（冷媒配管共巻き）～取外し

ＣＶ１４□－４Ｃ（冷媒配管共巻き）～取外し

Ｐ．ＢＯＸ　３００□Ｘ１５０（ＶＥ・ＷＰ）

配管取外し・配線切断

ＣＶ８□－４Ｃ（ＨＩＶＥ２８）

ＣＶ５．５□－４Ｃ×２
ＣＶ３．５□－４Ｃ

ＣＶ３．５□－４Ｃ　　（天井内）
ＣＶ５．５□－４Ｃ×２（天井内）

ＣＶ５．５□－４Ｃ　　天井内

　　日程等を担当者及び監督職員と調整の上、作業を行うこと。

３．エアコン室外機への屋外配線はスリムダクト内配線のため、冷媒配管

　　取替に伴い取外し再取付とする。

４．図中　　　印は、既設天井点検口を示す。

５．既設改修工事のため、既設設備を十分確認の上施工を行うこと。

６．既設施設を使用しながらの工事のため、施設運営に支障が無いよう

Ｒ４．２藤
佐

山
亀



ＷＣ

押入

スロープ

押入

バルコニー

廊下

バルコニー

EV

（撤去）２階平面図　Ｓ＝１：１００

バルコニー

床

床

押入

UP

UP
DN

DN

男子ＷＣ 女子ＷＣ

洗面

大会議室

身障者

押入

個別相談室

踏込

玄関庇

会議室(１) 会議室(２)

縮 尺DRAWIN G

有限会社 亀　山　設　計
鳥 取 県 米 子 市 両 三 柳 ７ ２ ４ 番 地 １ １

C HE CK

A2:

設 計 年 月 日 図 面 名 称

工 事 名 称 図 面 番 号

NO
一級建築士事務所　登録第３０－１３５６号

１：１００ 保健センター空調改修工事

Ｅ－
７

７動力設備　２階平面図（撤去）

ＡＣ

ＡＣ
×２

ＡＣ

９Ｋ

８Ｋ

６Ｋ

10

5.5□

６
3.5□

７

ＡＣ

７Ｋ

ＲＡＣ

１Ｋ

8□

8□

８

９

ＣＶ３．５□－４Ｃ（冷媒配管共巻き）～取外し

（ＶＥ７０）

ＣＶ８□　　－４Ｃ×２ （ＶＥ７０）

ＣＶ５．５□－４Ｃ（冷媒配管共巻き）～取外し

ＣＶ８□－４Ｃ（冷媒配管共巻き）～取外し

ＣＶ８□－４Ｃ（冷媒配管共巻き）～取外し

5.5□

ＣＶ５．５□－４Ｃ（冷媒配管共巻き）～取外し

ＣＶ５．５□－４Ｃ×２
ＣＶ３．５□－４Ｃ
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